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規 則 

 

江東区医療法施行細則の一部を改正する規則を

公布する。 

  令和７年３月１９日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１１号 

江東区医療法施行細則の一部を改正する規

則 

江東区医療法施行細則（平成９年３月江東区規

則第２９号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２５号様式を次のように改める。 
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別記第２５号様式（第１５条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区医療法施行細則の別記第２５号様式に

よる用紙で、現に残存するものは、所要の改正

を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区営住宅条例施行規則の一部を改正する規

則を公布する。 

  令和７年３月１９日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１２号 

江東区営住宅条例施行規則の一部を改正す

る規則 

 江東区営住宅条例施行規則（平成１０年２月江

東区規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１及び別表第２を次のように改める。



令和 7 年 4 月 30 日（水曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 222 号） 

 

9 

 

 

別表第１（第１３条関係） 

名称 専用面積 利便性係数 

扇橋一丁目アパ

ート 

浴槽Ⅰ 61.53㎡ 0.9353 

浴槽Ⅱ 61.53㎡ 0.9495 

塩浜住宅 ― ― ― 

猿江住宅 Ａタイプ 浴槽Ⅱ 35.05㎡ 0.9659 

Ｂタイプ 浴槽Ⅱ 41.89㎡ 0.9659 

Ｃタイプ 浴槽Ⅱ 43.67㎡ 0.9659 

Ｄタイプ 浴槽Ⅱ 47.02㎡ 0.9659 

Ｅタイプ 浴槽Ⅱ 59.85㎡ 0.9659 

北砂二丁目アパ

ート 

浴槽なし 51.22㎡ 0.8766 

浴槽Ⅰ 51.22㎡ 0.9089 

浴槽Ⅱ 51.22㎡ 0.9227 

大島住宅 Ａタイプ 浴槽Ⅱ 35.05㎡ 0.9464 

Ｂタイプ 浴槽Ⅱ 41.89㎡ 0.9464 

Ｃタイプ 浴槽Ⅱ 47.02㎡ 0.9464 

Ｄタイプ 浴槽Ⅱ 59.85㎡ 0.9464 

東砂八丁目住宅 浴槽なし 51.04㎡ 0.8736 

浴槽Ⅰ 51.04㎡ 0.9058 

浴槽Ⅱ 51.04㎡ 0.9196 

森下二丁目住宅 Ａタイプ 浴槽Ⅰ 47.41㎡ 0.9358 

浴槽Ⅱ 47.41㎡ 0.9500 

Ｂタイプ 浴槽Ⅰ 56.74㎡ 0.9358 

浴槽Ⅱ 56.74㎡ 0.9500 

Ｃタイプ 浴槽Ⅰ 48.05㎡ 0.9358 

 浴槽Ⅱ 48.05㎡ 0.9500 

塩浜一丁目住宅 １２号棟 浴槽Ⅰ 48.07㎡ 0.9568 

浴槽Ⅱ 48.07㎡ 0.9714 

１４号棟 Ａタイプ 浴槽Ⅰ 61.53㎡ 0.9568 

浴槽Ⅱ 61.53㎡ 0.9714 

Ｂタイプ 浴槽Ⅱ 74.89㎡ 0.9714 

北砂七丁目住宅 １号棟 浴槽Ⅱ 63.11㎡ 0.9083 

２号棟 浴槽Ⅱ 57.39㎡ 0.9083 

３号棟 浴槽Ⅱ 53.91㎡ 0.9083 

４号棟 浴槽Ⅱ 63.11㎡ 0.9083 

東陽一丁目住宅 浴槽Ⅱ 61.50㎡ 0.9661 

東陽一丁目第二

住宅 

浴槽Ⅰ 62.20㎡ 0.9453 

浴槽Ⅱ 62.20㎡ 0.9597 
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備考 

１ この表において浴槽Ⅰとは８００型の形式の浴槽をいい、浴槽Ⅱとは８００型以外の形式の浴槽

をいう。 

２ 塩浜住宅は、建替事業中である。 

別表第２（第１３条関係） 

収入区分等 
 
 
 

名称及び種別 

104,000
円以下の
場合 

104,000
円を超え
123,000
円以下の
場合 

123,000
円を超え
139,000
円以下の
場合 

139,000
円を超え
158,000
円以下の
場合 

158,000
円を超え
186,000
円以下の
場合 

186,000
円を超え
214,000
円以下の
場合 

214,000
円を超え
259,000
円以下の
場合 

259,000
円を超え
る場合 

近傍同種
の住宅の
家賃 

扇橋
一丁
目ア
パー
ト 

浴槽Ⅰ 34,700
円 

40,000
円 

45,700
円 

51,600
円 

59,000
円 

68,000
円 

79,600
円 

91,800
円 

111,500
円 

浴槽Ⅱ 35,200
円 

40,600
円 

46,400
円 

52,400
円 

59,900
円 

69,100
円 

80,900
円 

93,200
円 

111,500
円 

塩浜
住宅 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

猿江 
住宅 

Ａ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

22,300
円 

25,700
円 

29,400
円 

33,200
円 

37,900
円 

43,800
円 

51,300
円 

59,100
円 

98,800
円 

Ｂ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

26,600
円 

30,700
円 

35,200
円 

39,700
円 

45,300
円 

52,300
円 

61,200
円 

70,600
円 

118,100
円 

Ｃ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

27,800
円 

32,100
円 

36,700
円 

41,400
円 

47,300
円 

54,600
円 

63,900
円 

73,600
円 

123,300
円 

Ｄ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

29,900
円 

34,600
円 

39,500
円 

44,600
円 

51,000
円 

58,800
円 

68,800
円 

79,400
円 

132,600
円 

Ｅ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

38,100
円 

44,000
円 

50,300
円 

56,800
円 

64,900
円 

74,900
円 

87,600
円 

101,000
円 

168,700
円 

北砂
二丁
目ア
パー
ト 

浴槽なし 26,100
円 

30,100
円 

34,500
円 

38,900
円 

44,400
円 

51,300
円 

60,000
円 

64,500
円 

64,500
円 

浴槽Ⅰ 27,100
円 

31,300
円 

35,700
円 

40,300
円 

46,100
円 

53,200
円 

62,200
円 

64,500
円 

64,500
円 

浴槽Ⅱ 27,500
円 

31,700
円 

36,300
円 

40,900
円 

46,800
円 

54,000
円 

63,200
円 

64,500
円 

64,500
円 

大島
住宅 
 
 

Ａ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

21,800
円 

25,200
円 

28,800
円 

32,500
円 

37,200
円 

42,900
円 

50,200
円 

57,900
円 

95,300
円 
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Ｂ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

26,100
円 

30,100
円 

34,400
円 

38,900
円 

44,400
円 

51,200
円 

60,000
円 

69,200
円 

113,900
円 

Ｃ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

29,300
円 

33,900
円 

38,700
円 

43,700
円 

49,900
円 

57,600
円 

67,500
円 

77,800
円 

127,900
円 

Ｄ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

37,400
円 

43,100
円 

49,300
円 

55,600
円 

63,600
円 

73,300
円 

85,800
円 

99,000
円 

162,700
円 

東砂
八丁
目住
宅 

浴槽なし 25,900
円 

29,900
円 

34,200
円 

38,600
円 

44,100
円 

50,900
円 

59,600
円 

68,700
円 

78,900
円 

浴槽Ⅰ 26,900
円 

31,000
円 

35,500
円 

40,000
円 

45,700
円 

52,800
円 

61,800
円 

71,300
円 

78,900
円 

浴槽Ⅱ 27,300
円 

31,500
円 

36,000
円 

40,600
円 

46,400
円 

53,600
円 

62,700
円 

72,400
円 

78,900
円 

森下
二丁
目住
宅 

Ａ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

27,000
円 

31,100
円 

35,600
円 

40,200
円 

45,900
円 

53,000
円 

62,000
円 

71,500
円 

91,200
円 

浴 槽
Ⅱ 

27,400
円 

31,600
円 

36,100
円 

40,800
円 

46,600
円 

53,800
円 

62,900
円 

72,600
円 

91,200
円 

Ｂ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

32,800
円 

37,800
円 

43,300
円 

48,800
円 

55,700
円 

64,300
円 

75,300
円 

86,800
円 

109,300
円 

Ｃ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅱ 

28,300
円 

32,600
円 

37,300
円 

42,100
円 

48,100
円 

55,500
円 

65,000
円 

74,900
円 

98,500
円 

塩浜
一丁
目住
宅 

１
２
号
棟 

浴 槽
Ⅰ 

28,100
円 

32,400
円 

37,000
円 

41,800
円 

47,700
円 

55,100
円 

64,500
円 

74,400
円 

106,100
円 

浴 槽
Ⅱ 

28,500
円 

32,900
円 

37,600
円 

42,400
円 

48,500
円 

55,900
円 

65,500
円 

75,500
円 

106,100
円 

１
４
号
棟 

Ａ
タ
イ
プ 

浴
槽
Ⅰ 

36,000
円 

41,500
円 

47,500
円 

53,600
円 

61,200
円 

70,600
円 

82,700
円 

95,300
円 

133,800
円 

浴
槽
Ⅱ 

36,500
円 

42,100
円 

48,200
円 

54,400
円 

62,100
円 

71,700
円 

83,900
円 

96,800
円 

133,800
円 

Ｂ
タ
イ
プ 

浴
槽
Ⅱ 

44,400
円 

51,300
円 

58,600
円 

66,100
円 

75,600
円 

87,200
円 

102,100
円 

117,700
円 

162,800
円 
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北砂
七丁
目住
宅 

１
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

35,700
円 

41,200
円 

47,100
円 

53,200
円 

60,700
円 

70,100
円 

82,000
円 

94,600
円 

115,700
円 

２
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

32,400
円 

37,400
円 

42,800
円 

48,300
円 

55,100
円 

63,600
円 

74,500
円 

85,900
円 

105,100
円 

３
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

30,600
円 

35,400
円 

40,400
円 

45,600
円 

52,100
円 

60,100
円 

70,400
円 

81,200
円 

101,100
円 

４
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

35,700
円 

41,200
円 

47,100
円 

53,200
円 

60,700
円 

70,100
円 

82,000
円 

94,600
円 

115,700
円 

東陽
一丁
目住
宅 

浴槽Ⅱ 37,200
円 

42,900
円 

49,100
円 

55,400
円 

63,300
円 

73,000
円 

85,400
円 

98,500
円 

143,300
円 

東陽
一丁 
目第
二住
宅 

浴槽Ⅰ 36,100
円 

41,700
円 

47,700
円 

53,800
円 

61,400
円 

70,900
円 

83,000
円 

95,700
円 

128,100
円 

浴槽Ⅱ 36,700
円 

42,300
円 

48,400
円 

54,600
円 

62,400
円 

72,000
円 

84,300
円 

97,200
円 

128,100
円 

備考 

 １ この表において浴槽Ⅰとは８００型の形式の浴槽をいい、浴槽Ⅱとは８００型以外の形式の浴槽

をいう。 

 ２ 塩浜住宅は、建替事業中である。別表第３塩浜住宅駐車場の項を次のように改める。 

 

塩浜住宅駐車場 ‐ 

別表第３に備考として次のように加える。 

備考 塩浜住宅駐車場は、建替事業中である。 

別記第１４号様式中「印」を削る。 

 第２４号様式中 

「 氏  名            印 」 

を 

「 氏  名  」 

に改め、同様式を別記第２４号様式とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区営住宅条例施行規則の別記様式による

用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加

え、なお使用することができる。 

                     

江東区高齢者住宅条例施行規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

  令和７年３月１９日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１３号 

江東区高齢者住宅条例施行規則の一部を改

正する規則 

 江東区高齢者住宅条例施行規則（平成１０年２

月江東区規則第２号）の一部を次のように改正す

る。 

別表第１ピアすみよしの項中「１．００１２」

を「１．０００６」に改め、同表ピアこうとうの

項中「０．９７２７」を「０．９７０７」に改め、

同表ピアおおじまの項中「０．９４１４」を「０．

９４２７」に改め、同表猿江住宅の項中「０．９

６６６」を「０．９６５９」に改める。 

別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第１３条関係） 

収入区分等 
 
 
 
名称及び種別 

104,000
円以下の
場合 

104,000
円を超え
123,000
円以下の
場合 

123,000
円を超え
139,000
円以下の
場合 

139,000
円を超え
158,000
円以下の
場合 

158,000
円を超え
186,000
円以下の
場合 

186,000
円を超え
214,000
円以下の
場合 

214,000
円を超え
259,000
円以下の
場合 

259,000
円を超え
る場合 

近傍同種
の住宅の
家賃 

ピ
ア
す
み
よ
し 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

18,800
円 

21,700
円 

24,900
円 

28,000
円 

32,100
円 

37,000
円 

43,300
円 

49,900
円 

82,900
円 

Ｂタ
イプ 

19,300
円 

22,300
円 

25,500
円 

28,700
円 

32,800
円 

37,900
円 

44,300
円 

51,100
円 

84,800
円 

ピ
ア
こ
う
と
う 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

17,800
円 

20,500
円 

23,500
円 

26,500
円 

30,300
円 

34,900
円 

40,900
円 

47,100
円 

68,700
円 

Ｂタ
イプ 

17,400
円 

20,100
円 

23,000
円 

25,900
円 

29,600
円 

34,200
円 

40,000
円 

46,200
円 

67,300
円 

Ｃタ
イプ 

16,800
円 

19,500
円 

22,200
円 

25,100
円 

28,700
円 

33,100
円 

38,800
円 

44,700
円 

65,100
円 

Ｄタ
イプ 

16,800
円 

19,500
円 

22,200
円 

25,100
円 

28,700
円 

33,100
円 

38,800
円 

44,700
円 

65,100
円 

 Ｅタ
イプ 

 30,600
円 

35,300
円 

40,400
円 

45,600
円 

52,100
円 

60,100
円 

70,300
円 

81,100
円 

119,300
円 

Ｆタ
イプ 

28,700
円 

33,100
円 

37,900
円 

42,700
円 

48,800
円 

56,300
円 

65,900
円 

76,100
円 

110,900
円 

ピ
ア
お
お
じ
ま 
 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

23,700
円 

27,400
円 

31,300
円 

35,300
円 

40,400
円 

46,600
円 

54,500
円 

62,900
円 

99,100
円 

Ｂタ
イプ 

30,400
円 

35,000
円 

40,100
円 

45,200
円 

51,600
円 

59,600
円 

69,800
円 

80,500
円 

126,600
円 

Ｃタ
イプ 

32,100
円 

37,000
円 

42,300
円 

47,700
円 

54,500
円 

62,900
円 

73,700
円 

85,000
円 

137,100
円 

Ｄタ
イプ 

32,100
円 

37,000
円 

42,300
円 

47,700
円 

54,500
円 

62,900
円 

73,700
円 

85,000
円 

137,700
円 

猿
江
住
宅 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

19,000
円 

22,000
円 

25,100
円 

28,400
円 

32,400
円 

37,400
円 

43,800
円 

50,500
円 

87,300円 

Ｂタ
イプ 

19,000
円 

21,900
円 

25,100
円 

28,300
円 

32,300
円 

37,300
円 

43,600
円 

50,300
円 

87,100円 

Ｃタ
イプ 

27,800
円 

32,100
円 

36,700
円 

41,400
円 

47,300
円 

54,600
円 

63,900
円 

73,600
円 

127,500
円 

備考 この表において浴槽Ⅱとは、８００型以外の形式の浴槽をいう。 
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別記第１４号様式中「印」を削る。 

第２４号様式中 
「 氏  名           印 」 

を 
「 氏  名  」 

に改め、同様式を別記第２４号様式とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区高齢者住宅条例施行規則の別記様式に

よる用紙で、現に残存するものは、所要の修正

を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

公布する。 

  令和７年３月１９日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１４号 

   江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場

の整備に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例施行規則（昭和６０年１１月江東

区規則第４７号）の一部を次のように改正する。 

第３０条第１項第２号中「、物品加工修理場」

を削る。 

 別表江東区立東陽町駅第三自転車駐車場の項及

び江東区立新砂あゆみ公園内自転車駐車場の項中 
「 自転車 

原動機付自転車 

 

」 

を 
「 自転車 

原動機付自転車 

自動二輪車（総排気量が１２５ｃｃ以下

のものに限る。） 

 

」 

に改める。 

別記第３号様式を次のように改める。
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別記第３号様式（第８条関係） 
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   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。ただし、

別表の改正規定は、令和７年５月１日から施行す

る。 

                    

江東区男女共同参画推進センター条例施行規則

の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１９日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１５号 

江東区男女共同参画推進センター条例施行

規則の一部を改正する規則 

 江東区男女共同参画推進センター条例施行規則

（平成３年３月江東区規則第４号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表第１の２７の項中「アップライトピアノ」

を「電子ピアノ」に改める。 

附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区公印規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和７年３月１９日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１６号 

江東区公印規則の一部を改正する規則 

 江東区公印規則（昭和４０年３月江東区規則第

２３号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 
「  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 同 方

１

０

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

国民健康保

険被保険者

証 

同 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方

６

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

 

 

 

 

 

検印（国民

健康保険被

保険者証、

国民健康保

険高齢受給

者証、国民

健康保険標

準負担額減

額認定証、

国民健康保

険限度額適

用・標準負

担額減額認 

区民

課長 

障害

者支

援課

長 

医療

保険

課長 

出張

所長 

 

 

     定証、障害

福祉サービ

ス 受 給 者

証、地域生

活支援事業

受給者証、

通所受給者

証） 

 

」 

を 

に、 
「  ６

７ 

て

ん

書 

方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

生 活 保 護

法、児童福

祉法及び中

国残留邦人

等の円滑な

帰国の促進

並びに永住

帰国した中

国残留邦人

等及び特定

配偶者の自

立の支援に

関する法律

に基づき作

成する文書

及び証明 

保護

第二

課長 

 

  

  

  

  

  

 男

女

共

同

参

画 

６

７

の

２ 

 

 

同 

 

 

 

 

 

同 

 

 

 

 

 

一般文書 

 

 

 

 

 

男女

共同

参画

推進

セン

ター 

 

「  ４ 同 同 国民健康保

険資格確認

書 

同 

 

５ 同 方

６

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

 

 

検印（国民

健康保険資

格確認書、

国民健康保

険標準負担

額減額認定

証、国民健

康保険限度

額適用・標

準負担額 
減 額 認 定

証、障害福

祉サービス

受給者証、

地域生活支

援事業受給

者証、通所

受給者証） 

区民

課長 

障害

者支

援課

長 

医療

保険

課長 

出張

所長 

  

 

 

 

 

 

 

」 
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 推

進

セ

ン

タ

ー

所

長

印 

    所長  

 

 

 

 

 

 

 

」 

を 
「  

 

 

 

 

 

 

 

６

７ 

て

ん

書 

方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

生活保護

法、児童福

祉法及び中

国残留邦人

等の円滑な

帰国の促進

並びに永住

帰国した中

国残留邦人

等及び特定

配偶者の自

立の支援に

関する法律

に基づき作

成する文書

及び証明 

保護

第二

課長 

 

 

 

こ

ど

も

家 

庭 

セ 

ン

タ

ー

長

印 

６

７

の

２ 

同 同 一般文書 養育

支援

課長 

 

      

 

男

女

共

同

参

画

推

進

セ

ン

タ

ー

所

長

印 

６

７

の

３ 

同 同 同 男女

共同

参画

推進

セン

ター

所長 

」 

に改める。 

別表第２中 
「 ６７  ６７の２  

 専

用 

東

京

都

江

東

区 

福

祉

事

務

所

長

印 

福

祉

事

務

所 

保

護

第

二

課 

 

 

 

 

推

進

セ

ン

タ

ー

所

長 

男

女

共

同

参

画 
江

東

区 

 

 

 

 

 

 

 

」 

を 

「 ６７  ６７の２  

 
専

用 
東

京

都

江

東

区 

福

祉

事

務

所

長

印 

福

祉

事

務

所 

保

護

第

二

課 

 

 

 

 

セ

ン

タ

ー

長 

こ

ど

も

家

庭 

江

東

区 

 

 

 

 

 

 ６７の３  

 

 

 

 

推

進

セ

ン

タ

ー

所

長 

男

女

共

同

参

画 

江

東

区 

 

 

 

 

 

 

」 

に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。

ただし、別表第１専用区印の部４の項及び５の項

の改正規定は、公布の日から施行する。 

                    

江東区江東きっずクラブ条例施行規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１７号 

江東区江東きっずクラブ条例施行規則の一

部を改正する規則 

 江東区江東きっずクラブ条例施行規則（平成２

２年４月江東区規則第９号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条第１項中「勤務（内定）証明書」を「就

労証明書」に、「就労状況等報告書」を「保護者状

況等報告書」に改める。 

 第１０条第１項中第４号を第５号とし、第３号

の次に次の１号を加える。 
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 (4) 利用日数を制限する世帯の場合 児童の１

週当たりの利用可能日数を５で除して得た数

に利用料を乗じて得た額に減額 

 第１０条第２項中「場合」の次に「（前項第４号

の規定に該当する場合を除く。）」を加え、同条第

３項中「場合」の次に「又は第１項第４号の規定

に該当する場合」を加える。 

 別表第１江東きっずクラブ明治の項中「５７名」

を「７６名」に改め、同表江東きっずクラブ有明

の項中「９４名」を「１２３名」に改め、同表江

東きっずクラブ二大の項中「６３名」を「１０３

名」に改める。 

 別記第１３号様式中「の申請」を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区福祉会館条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１８号 

江東区福祉会館条例施行規則の一部を改正

する規則 

江東区福祉会館条例施行規則（昭和４４年４月

江東区規則第２３号）の一部を次のように改正す

る。 

 第３条及び第４条を次のように改める。 

（利用者登録） 

第３条 福祉会館を個人で利用しようとする者は、

江東区福祉会館利用登録申請書（別記第１号様

式）を条例第８条の規定により指定を受けたも

の（以下「指定管理者」という。）に提出し、利

用者登録を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の規定により申請をした

者が条例第７条第１項に規定する利用者に該当

する者と認めるときは、江東区福祉会館入館票

（別記第２号様式。以下「入館票」という。）を

交付する。 

３ 前項の規定により入館票の交付を受けた者は、

福祉会館を利用するときは、利用当日に、入館

票を指定管理者に提示するものとする。 

（貸切利用の申請） 

第４条 条例第９条第１項の規定により条例別表

に掲げる施設を貸切利用しようとする者（以下

「申請者」という。）は、江東区福祉会館貸切利

用申請書兼利用料金減額・免除申請書（別記第

３号様式）により、利用期日の１月前から３日

前（当該日が休館日に当たるときは、その日前

における直近の休館日でない日）までに指定管

理者に申請し、その承認を受けなければならな

い。 

 第５条の見出し中「利用」を「貸切利用」に改

め、同条第１項中「利用」を「貸切利用」に、「抽

選」を「抽せん」に改め、同条第２項中「区長」

を「指定管理者」に改め、「前項の」の次に「規定

により貸切利用の」を加え、「第１０条」を「第１

１条」に、「使用料を」を「利用料金を」に、「福

祉会館団体利用承認書兼使用料領収書」を「江東

区福祉会館貸切利用承認書兼利用料金領収書」に

改める。 

 第６条を次のように改める。 

（利用料金の減免） 

第６条 条例第１２条の規則で定める場合は、次

に掲げる場合とし、利用料金から減額又は免除

する額は、当該各号に定めるとおりとする。 

 (1) 条例第７条第１項に規定する者が貸切利用

する場合 全額 

 (2) 官公署、公益団体等が公益目的のために利

用する場合 ２分の１の額。ただし、指定管

理者が特別の理由があると認めるときは、区

長の承認を得て、全額とする。 

２ 前項の場合において、減額後の利用料金の額

に１０円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り捨てる。 

３ 第１項に定めるもののほか、指定管理者が特

別の理由があると認めるときは、区長の承認を

得て、これを減額し、又は免除することができ

る。 

４ 利用料金の減額又は免除を受けようとする者

は、江東区福祉会館貸切利用申請書兼利用料金

減額・免除申請書により、指定管理者に申請し

なければならない。 

 第７条の見出し中「使用料」を「利用料金」に

改め、同条第１項各号列記以外の部分中「第１２

条」を「第１３条」に、「使用料」を「利用料金」

に改め、同項第２号中「利用」を「貸切利用」に

改め、同項第３号から第５号までの規定中「利用」

を「貸切利用」に、「区長」を「指定管理者」に改

め、同条第２項中「使用料」を「利用料金」に改

め、「団体の代表」を削り、「福祉会館使用料還付

請求書」を「江東区福祉会館利用料金還付請求書」

に、「区長」を「、指定管理者」に改める。 

 第８条中「第１３条」を「第１４条」に改め、「団

体の代表」を削り、「福祉会館使用料還付請求書」

を「江東区福祉会館利用料金還付請求書」に、「区

長」を「、指定管理者」に改める。 
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 第９条の見出し中「利用」を「貸切利用」に改

め、同条中「区長」を「指定管理者」に、「第１４

条」を「第１５条」に、「利用の」を「貸切利用の」

に、「取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止

した」を「取り消した」に、「福祉会館団体利用取

消通知書」を「江東区福祉会館貸切利用取消通知

書」に改める。 

 第１１条を削り、第１２条を第１１条とする。 

 別記第１号様式から別記第５号様式までを次の

ように改める。 



（号外第 222 号）            江 東 区 公 報     令和 7 年 4 月 30 日（水曜日） 

 

20 

 

 

別記第１号様式（第３条関係） 

 
別記第２号様式（第３条関係） 
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別記第３号様式（第４条、第６条、第８条関係） 
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別記第４号様式（第５条関係） 
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別記第５号様式（第７条関係） 
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 別記第６号様式中「福祉会館団体利用取消通知

書」を「江東区福祉会館貸切利用取消通知書」に、

「殿」を「様」に、「江東区長」を「（指定管理者）」

に、「利用承認を」を「貸切利用の承認を」に、「（大・

中・小）」を「（大・小）」に、「洋室」を「洋室（大・

小）」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区福祉会館条例施行規則の別記様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

                    

 江東区災害対策本部条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１９号 

   江東区災害対策本部条例施行規則の一部を

改正する規則 

 江東区災害対策本部条例施行規則（昭和４０年

７月江東区規則第２９号）の一部を次のように改

正する。 

 第６条第１項第２号中「同防災課長」を「同防

災計画課長」に改め、同項第３号中「災害時要配

慮者担当課長」の次に「及び地域防災担当課長」

を加える。 

 第７条第１項の表福祉部の項中 

「５ 避難所の設営及び管理運営への協力に関す

ること。 

 ６ １から５までに掲げるもののほか、他の部

に属しない救助及び保護に関すること。  」 

を 

「５ 避難所の設営及び管理運営への協力に関す

ること。                」 

に改める。 

 別表政策経営部の項中 

「補佐 ＤＸ推進室長   」 

を 

「補佐 ＤＸ推進室長 

 補佐 新庁舎整備推進室長」 

に、 

「補佐 ＤＸ推進課長   」 

を 

「補佐 ＤＸ推進課長 

 補佐 新庁舎整備推進課長」 

に改め、同表総務部の項中 

「補佐 会計管理室長 

 補佐 選挙管理委員会事務局長」 

を 

「補佐 会計管理室長     」 

に、 

「補佐 コンプライアンス推進担当課長」 

を 

「補佐 コンプライアンス推進担当課長 

 補佐 秘書担当課長 

 補佐 選挙管理委員会事務局長   」 

に、 

「班長 職員課長  」 

を 

「班長 職員課長 

 補佐 支援担当課長」 

に、 

「補佐 防災課長 

 補佐 被災者支援担当課長 

 補佐 災害時要配慮者担当課長」 

を 

「補佐 防災計画課長 

 補佐 被災者支援担当課長 

 補佐 災害時要配慮者担当課長 

 補佐 地域防災担当課長   」 

に改め、同表地域振興部の項中 

「補佐 区民協働推進担当課長 

 補佐 多文化共生担当課長    」 

を 

「補佐 区民協働・交流推進担当課長」 

に改め、同表福祉部の項中 

「８ 他の部に属しない救助及び保護に関するこ

と。 

９ 部所管出先施設の管理運営に関すること。 

１０ 部内他の班に属しないこと。    」 

を 

「８ 部所管出先施設の管理運営に関すること。 

９ 部内他の班に属しないこと。     」 

に改め、同表健康部の項中 

「部長 健康部長           」 

を 

「部長 健康部長 

 補佐 こども家庭センター副センター長」 

に、 

「補佐 調整担当課長         」 

を 

「補佐 調整担当課長 

 補佐 児童福祉・母子保健連携担当課長」 
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に改め、同表こども未来部の項中 

「部長 こども未来部長       」 

を 

「部長 こども未来部長 

 補佐 こども家庭センターセンター長」 

に、 

「補佐 児童相談所開設準備担当課長 

 補佐 こども政策推進担当課長    」 

を 

「補佐 児童相談体制連携調整担当課長 

 補佐 こども政策推進担当課長 

補佐 児童福祉・母子保健連携担当課長」 

に改め、同表都市整備部の項中 

「補佐 地下鉄８号線事業推進室長」 

を 

「補佐 まちづくり調整担当部長 」 

に、 

「補佐 地下鉄８号線事業推進課長 

 補佐 都市交通輸送計画担当課長 

 補佐 沿線まちづくり担当課長 」 

を 

「補佐 都市交通計画担当課長 

 補佐 地下鉄８号線事業担当課長」 

に 

「補佐 まちづくり推進課長        」 

を 

「補佐 まちづくり推進課長 

 補佐 地下鉄８号線沿線まちづくり担当課長 

 補佐 再開発担当課長          」 

に改める。 

   附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と

調整に関する条例施行規則の一部を改正する規則

を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２０号 

   江東区中高層建築物の建築に係る紛争の予

防と調整に関する条例施行規則の一部を改

正する規則 

江東区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と

調整に関する条例施行規則（昭和５４年３月江東

区規則第７号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第１項各号列記以外の部分中「第１８条

第１６項」を「第１８条第２０項」に改め、同項

第５号中「第１８条第４項」を「第１８条第５項」

に改め、同項第６号中「第４４条第１項第３号」

の次に「、第５２条第６項第３号」を加え、「第６

８条の４第１項」を「第６８条の４」に、「第６８

条の５の６第１項」を「第６８条の５の６」に改

め、同項第７号中「第５５条第３項」を「第５５

条第３項若しくは第４項」に改め、「第５７条の４

第１項ただし書」の次に「、第５８条第２項」を

加え、同項第９号中「第５８条」を「第５８条第

１項」に改め、同項第１３号中「第８条の１９第

１項」を「第８条の１９」に改め、同項第１７号

中「第３項」を「第５項」に改め、「申請」の次に

「又は第１８条第１項に規定する許可の申請」を

加え、同項第２３号中「建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律」に、「第３４条

第１項及び第３６条第１項」を「第２９条第１項

及び第３１条第１項」に改め、同条第２項及び第

３項中「第１８条第１６項」を「第１８条第２０

項」に改め、同条第４項中「第８５条第５項」を

「第８５条第６項」に、「第１８条第１６項」を「第

１８条第２０項」に改める。 

 第１０条中「訂正」の次に「するとともに、隣

接関係住民に変更内容について説明」を加える。 

 第１２条第４項第１号中「計画概要書」の次に

「（前項第２号から第６号までの内容が分かるも

の）」を加え、同条に次の２項を加える。 

１０ 建築主は、中高層建築物の敷地境界線から

その高さと等しい水平距離の範囲内に共同住宅

がある場合は、当該範囲内に居住する者への説

明方法についてあらかじめ所有者又は管理者と

協議するよう努めなければならない。 

１１ 建築主は、中高層建築物の敷地境界線から

その高さと等しい水平距離の範囲内に居住する

者がいない土地又は建築物がある場合は、当該

土地又は建築物に権利を有する者に説明しなけ

ればならない。 

 別記第２号様式及び別記第３号様式を次のよう

に改める。 
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別記第２号様式（第１１条関係） 
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別記第３号様式（第１１条関係） 
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別記第５号様式を次のように改める。 
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別記第５号様式（第１３条関係） 
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 附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区中高層建築物の建築に係る紛争の予防

と調整に関する条例施行規則の別記様式による

用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加

え、なお使用することができる。 

                      

江東区立都市公園条例施行規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２１号 

   江東区立都市公園条例施行規則の一部を改

正する規則 

江東区立都市公園条例施行規則（昭和５２年６

月江東区規則第２４号）の一部を次のように改正

する。 

第７条第１項第６号を削り、同項第７号中「若

洲公園」を「仙台堀川公園」に改め、同号を同項

第６号とする。 

別表第１同大島東公園の項の次に次のように加

える。 
同 大島九丁目すくす

く公園 

同 大島九丁目６番１

１号 

 別表第３中「１，０１２円」を「１，０５２円」

に、「１，５１３円」を「１，５７６円」に、「１，

４７０円」を「１，６３３円」に、「１，０８０円」

を「１，２４３円」に、「１，２１２円」を「１，

３４７円」に、「９９０円」を「１，１０５円」に、

「１，５６５円」を「１，６１５円」に、「８０２

円」を「８４９円」に、「６６５円」を「７２１円」

に、「４４３円」を「４８５円」に、「２，３６３

円」を「２，０２２円」に改める。 

 別記第１４号様式及び別記第１５号様式を次の

ように改める。 

別記第１４号様式及び別記第１５号様式 削除 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区中小企業融資基金条例施行規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２２号 

江東区中小企業融資基金条例施行規則の一

部を改正する規則 

 江東区中小企業融資基金条例施行規則（昭和４

４年３月江東区規則第９号）の一部を次のように

改正する。 

 第５条第５項及び第６項を削り、同条第７項中

「第６条第９号ウ」を「第６条第９号ア」に改め、

同項を同条第５項とし、同条第８項中「第６条第

９号エ」を「第６条第９号イ」に改め、同項を同

条第６項とし、同条中第９項を第７項とし、第１

０項を第８項とし、第１１項を第９項とし、同項

の次に次の２項を加える。 

１０ 第６条第１４号の融資資金については、第

２項で定めるほか、売上高等の減少により経営

改善が必要と認められ、経営改善に関する事業

計画を有するものとする。 

１１ 第６条第１５号の融資資金については、第

２項で定めるほか、次の要件を備えているもの

とする。 

(1) ＩＴ、ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット、テレワー

ク設備等の機器又はソフトウェア（以下「機

器等」という。）を導入することにより、ＤＸ

化の推進及び生産性の向上を図るものである

こと。 

(2) 機器等の導入によるＤＸ化の推進及び生産

性の向上に関する事業計画を有すること。 

(3) 機器等の導入場所が区内であること。 

 第６条第９号中ア及びイを削り、ウをアとし、

エをイとし、同条に次の２号を加える。 

(14) 経営改善支援資金 

(15) ＤＸ・生産性向上推進資金 

第７条第１項に次の２号を加える。 

(14) 経営改善支援資金については、１企業につ

き２，０００万円 

(15) ＤＸ・生産性向上推進資金については、１

企業につき４，０００万円 

第９条第１項に次の２号を加える。 

(13) 経営改善支援資金については、１０８か月

以内（据置期間１２か月を含む。）とする。 

(14) ＤＸ・生産性向上推進資金については、１

０８か月以内（据置期間１２か月を含む。）と

する。 

第１４条第２項ただし書中「第５条第１０項第

１号イ」を「第５条第８項第１号イ」に改める。 

第１５条第７号中「第５条第１０項第１号ア」

を「第５条第８項第１号ア」に改め、同条第１

０号から第１２号までを２号ずつ繰り下げ、同

条第９号の次に次の２号を加える。 

(10) 経営改善支援資金にあっては、経営改善に

関する事業計画書及び売上高等の減少を証す
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る書類 

(11) ＤＸ・生産性向上推進資金にあっては、機

器等の導入によるＤＸ化の推進及び生産性の

向上に関する事業計画書 

第１６条第２項中「又は事業承継支援資金」を「、

事業承継支援資金、経営改善支援資金又はＤＸ・

生産性向上推進資金」に改め、同条第３項中「及

び設備強化資金のうち、第４条第６項第１号に規

定する商業施設士の派遣を受けたもの」を削る。 

第２１条中「第１３号」の次に「から第１５号ま

で」を加え、「一部又は全部」を「全部又は一部」

に改める。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第１５条関係） 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区中小企業融資基金条例施行規則の別記

第１号様式による用紙で、現に残存するものは、

所要の修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区組織規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２３号 

江東区組織規則の一部を改正する規則 

 江東区組織規則（昭和４８年５月江東区規則第

１９号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第１項の表政策経営部の部ＤＸ推進課の

項の次に次のように加える。 

  新庁舎整備推進課 

 第７条第１項の表総務部の部危機管理課の項中

「危機管理係」を「防災危機管理係」に改め、同

部防災課の項を次のように改める。 

  防災計画課 

   防災計画係 

   地域防災係 

 第７条第１項の表福祉部の部介護保険課の項中

「事業者指定係」を削り、同表障害福祉部の部障

害者施策課の項に次のように加える。 

   基幹相談支援センター開設準備係 

 第７条第１項の表生活支援部の部保護第一課の

項に次のように加える。 

   保護第五係 

 第７条第１項の表生活支援部の部保護第二課の

項に次のように加える。 

   保護第五係 

 第７条第１項の表健康部の部生活衛生課の項中 

「食の安全係 

 食品衛生第一係 

 食品衛生第二係」 

を 

「食品衛生第一係 

 食品衛生第二係 

 食品衛生第三係」 

に改め、同部保健予防課の項中「コロナワクチン

管理係」を「ワクチン管理係」に改め、同表こど

も未来部の部養育支援課の項中「庶務係」を「管

理運営係」に改め、同表都市整備部の部建築課の

項中「調査係」を「道路調査係」に改め、同部地

下鉄８号線事業推進課の項を削り、同条第２項中

「ＤＸ推進室」の次に「及び新庁舎整備推進室」

を加え、「、都市整備部に地下鉄８号線事業推進室

を」を削り、同条第７項及び第８項を削り、同条

中第６項を第８項とし、第５項を第７項とし、同

条第４項の次に次の２項を加える。 

５ 新庁舎整備推進室に室長を置く。 

６ 新庁舎整備推進室は、新庁舎の整備における

総合調整に関する事務をつかさどる。 

 第９条の表情報システム課の項に次のように加

える。 

  ４ ＤＸ推進室の庶務に関すること。 

第９条の表ＤＸ推進課の項の次に次のように加

える。 

 新庁舎整備推進課 

  １ 新庁舎の整備の推進に関すること。 

  ２ 新庁舎整備推進室の庶務に関すること。 

 第１０条の表総務課の項中 

「９ 他の部、課、室、係に属しないこと。 」 

を 

「９ コンプライアンスの推進に関すること。 

１０ 他の部、課、室、係に属しないこと。」 

に改め、同表危機管理課の部危機管理係の項を次

のように改める。 

  防災危機管理係 

  １ 危機管理の総合調整及び対策に関するこ

と。 

  ２ 災害対策本部に関すること。 

３ 国民保護法制に関すること。 

４ 防災無線等情報通信設備に関すること。 

５ 災害弔慰金に関すること。 

６ 生活安全に関すること。 

７ 危機管理室の庶務に関すること。 

 第１０条の表防災課の部中「防災課」を「防災

計画課」に改め、同部防災計画係の項中 

「４ 災害対策本部に関すること。 

５ 課内他の係に属しないこと。」 

を 

「４ 課内他の係に属しないこと。」 

に改め、同部災害対策係の項中「災害対策係」を

「地域防災係」に、「区民の」を「自主」に、「維

持管理」を「整備及び維持管理」に、 

「８ 防災意識の普及啓発に関すること。」 

を 

「８ 防災意識の普及啓発に関すること。 

９ 国民保護訓練に関すること。   」 

に改める。 
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 第１２条の表区民課の部住民記録係の項中 

「１０ 住民異動届に伴う国民健康保険諸届出の

受付及び被保険者証の発行に関すること。 

１１ 妊娠届の受付及び母子健康手帳の交付に

関すること。 

１２ 転入学通知書の交付（補助執行）に関す

ること。 

１３ 畜犬登録の受付及び鑑札の交付に関する

こと。 

１４ 端末機に係る利用管理等に関すること。 

１５ 端末機に係る利用管理等の指導及び連絡

調整に関すること。 

１６ 各種事務統計報告等の処理に関すること。 

１７ その他住民基本台帳事務及び印鑑登録事

務等に関し、区長が適当と認めたこと。 」 

を 

「１０ 転入学通知書の交付（補助執行）に関す

ること。 

１１ 端末機に係る利用管理等に関すること。 

１２ 端末機に係る利用管理等の指導及び連絡

調整に関すること。 

１３ 各種事務統計報告等の処理に関すること。 

１４ その他住民基本台帳事務及び印鑑登録事

務等に関し、区長が適当と認めたこと。 」 

に改め、同部証明係の項中 

「１２ 端末機に係る利用管理等に関すること

（住民記録係及び戸籍係に属するものを

除く。）。              」 

を 

「１２ 妊娠届の受付及び母子健康手帳の交付に

関すること。 

１３ 端末機に係る利用管理等に関すること

（住民記録係及び戸籍係に属するものを

除く。）。              」 

に改める。 

 第１３条の表地域ケア推進課の部地域ケア係の

項中「高齢者」を「施策の推進」に改め、同表介

護保険課の部指導係の項に次のように加える。 

 ２ 介護保険事業者の指定に関すること。 

 ３ 施設の第三者評価に関すること。 

 第１３条の表介護保険課の部事業者指定係の項

を削る。 

 第１４条の表障害者施策課の項に次のように加

える。 

  基幹相談支援センター開設準備係 

  １ 基幹相談支援センターの開設準備に関す

ること。 

 第１５条の表医療保険課の部資格賦課係の項中 

「２ 被保険者証に関すること。 

 ３ 保険料の賦課計算及び減免に関すること。」 

を 

「２ 保険料の賦課計算及び減免に関すること。」 

に改め、同部滞納整理係の項中「短期被保険者証

及び被保険者資格証明書の整理」を「特別療養費

の支給」に改め、同表保護第一課の項及び保護第

二課の項中「保護第四係」の次に「、保護第五係」

を加える。 

 第１６条の表生活衛生課の部生活衛生係の項中

「食の安全係及び」を削り、「食品衛生第二係」の

次に「及び食品衛生第三係」を加え、同部食の安

全係の項を削り、同部食品衛生第一係、食品衛生

第二係の項中「食品衛生第二係」の次に「、食品

衛生第三係」を加え、「（食の安全係に属するもの

を除く。）」及び「及び食の安全係」を削る。 

 第１６条の表保健予防課の部保健係の項中 

「４ 予防接種（がん予防に係るものを除く。）に

関すること。 

５ 精神保健及び難病に関すること。 

６ 母子保健に関すること。 

７ 母子歯科保健に関すること。 

８ 医療費助成に関すること。       」 

を 

「４ 精神保健及び難病に関すること。 

５ 母子保健に関すること。 

６ 母子歯科保健に関すること。 

７ 医療費助成に関すること。 

８ 児童福祉及び母子保健部門の連携に関する

こと。                」 

に改め、同部コロナワクチン係の項を次のように

改める。 

  ワクチン管理係 

  １ 予防接種（がん予防に係るものを除く。）

に関すること。 

 第１７条の表こども家庭支援課の部庶務係の項

中 

「３ 子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

４ こども・子育て会議に関すること。 

５ 部内他の課、係に属しないこと。    」 

を 

「３ 江東区こどもの権利に関する条例（令和７

年３月江東区条例第９号）に関すること。 

４ こども計画に関すること。 

５ こども・子育て会議に関すること。 

６ 部内他の課、係に属しないこと。    」 

に改め、同表養育支援課の部庶務係の項を次のよ

うに改める。 
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  管理運営係 

  １ 課の庶務に関すること。 

２ 児童相談体制の整備に関すること。 

３ 子ども家庭支援センターに関すること。 

４ 課内他の係に属しないこと。 

 第１７条の表養育支援課の部養育支援係の項を

次のように改める。 

  養育支援係 

  １ 要支援家庭に関すること。 

２ 要保護児童対策地域協議会に関すること。 

３ 児童福祉及び母子保健部門の連携に関す

ること。 

 第１８条の表環境保全課の部指導係の項及び調

査係の項中「苦情」を削る。 

 第１９条の表都市計画課の項中 

「１０ 部内他の課、係に属しないこと。   」 

を 

「１０ 地下鉄８号線延伸の推進に関すること。 

１１ 鉄道及び軌道の新設（地下鉄８号線延伸

を除く。）に関すること。 

１２ 都市交通の企画及び調整に関すること。 

１３ 部内他の課、係に属しないこと。   」 

に改め、同表まちづくり推進課の項中 

「４ 市街地再開発事業に関すること。    」 

を 

「４ 地下鉄８号線沿線のまちづくりに関するこ

と。 

５ 市街地再開発事業に関すること。    」 

に改め、同表建築課の部調査係の項中「調査係」

を「道路調査係」に改め、同部設備係の項中 

「２ 建築設備、昇降機・遊戯施設、特定建築物

及び防火設備の定期報告に関すること。 

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成２７年法律第５３号）に基づ

く建築物の審査及び認定に関すること。 

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成

２４年法律第８４号）に基づく建築物の認

定審査に関すること。         」 

を 

「２ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成２７年法律第５３号）に基

づく建築物の審査及び認定に関すること。 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成

２４年法律第８４号）に基づく建築物の認

定審査に関すること。         」 

に改め、同表建築調整課の部建築紛争係の項に次

のように加える。 

４ 建築設備、昇降機・遊戯施設、特定建築

物及び防火設備の定期報告に関すること。 

第１９条の表地下鉄８号線事業推進課の項を削

る。 

第２０条の表地域交通課の部交通係の項中「総

合的な都市交通政策」を「都市交通」に改める。 

 別表(1)の項中「参画社会の推進」を「参画推進

センターの利用」に改め、同表(9)の項を次のよう

に改める。 

 (9) 削除 

別表(11)の項中「同  塩浜児童館 同  塩

浜二丁目５番２０号」を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

 江東区長の権限に属する事務の専決等に関する

規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２４号 

江東区長の権限に属する事務の専決等に関

する規則の一部を改正する規則 

 江東区長の権限に属する事務の専決等に関する

規則（平成２１年３月江東区規則第２０号）の一

部を次のように改正する。 

 第３条第８号中「近接地外出張（宿泊しない場

合を除く。）」を「特別内国旅行（江東区職員の旅

費支給規程（昭和４８年６月江東区訓令甲第２３

号。以下「旅費支給規程」という。）第２条第２項

第２号に規定する特別内国旅行をいう。以下同

じ。）（宿泊する場合に限る。）」に改める。 

 第４条第４号中「近接地外出張（宿泊する場合

を除く。）、近接地内出張」を「内国旅行（宿泊す

る場合を除く。）」に改め、同条第５号中「近接地

外出張（宿泊しない場合を除く。）」を「特別内国

旅行（宿泊する場合に限る。）」に改める。 

 第５条第３号中「近接地外出張（宿泊する場合

を除く。）、近接地内出張」を「内国旅行（宿泊す

る場合を除く。）」に改め、同条第４号中「近接地

外出張（宿泊しない場合を除く。）」を「特別内国

旅行」に改める。 

 第６条第２号中「近接地外出張（宿泊する場合

を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行（旅

費支給規程第２条第２項第１号に規定する普通内

国旅行をいう。）」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区会計事務規則の一部を改正する規則を公
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布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２５号 

   江東区会計事務規則の一部を改正する規則 

 江東区会計事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１３号）の一部を次のように改正する。 

 第８６条第４項第１号中「近接地内」を「普通

内国旅行（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８

年６月江東区訓令甲第２３号。以下「旅費支給規

程」という。）第２条第２項第１号に規定する普通

内国旅行をいう。以下同じ。）」に改め、同項第２

号を次のように改める。 

(2) 特別内国旅行（旅費支給規程第２条第２項

第２号に規定する特別内国旅行をいう。）の旅

費の請求は、旅行者別の支給額を明らかにし

た旅費請求内訳書等を関係書類とともに、請

求書に添付して行うものとする。 

 第８６条第４項第４号中「近接地内又は近接地

外の区分毎の領収書（以下これらを「支給表等」

という。）」を「旅費領収書兼請求書等」に改め、

同項第５号中「支給表等」を「債権者別支出明細

書又は旅費領収書兼請求書等」に改め、同条第５

項中「近接地内及び近接地外」を「内国旅行」に

改め、同条第７項ただし書を削る。 

 第８６条の２第１項中「近接地内及び外国旅行」

を「普通内国旅行」に改める。 

附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の育児休業等に関する条例施行規則

の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２６号 

   江東区職員の育児休業等に関する条例施行

規則の一部を改正する規則 

 江東区職員の育児休業等に関する条例施行規則

（平成４年３月江東区規則第１１号）の一部を次

のように改正する。 

 第６条中「子の看護のための休暇」を「子の看

護等のための休暇」に改める。 

 第１７条第１項第３号中「その他これに」を「、

同法第７０条の３第１項に規定する育児休業支援

手当金その他これらに」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２７号 

江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例施行規則の一部を改正する規則 

 江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例施行規則（平成１０年３月江東区規則第３２

号）の一部を次のように改正する。 

 第７条の４第７項第２号中「、条例第９条の３

第１項の規定による請求にあっては３歳に、条例

第９条の４第１項の規定による請求にあっては」

を削る。 

 第２４条の４第３項第１号中「禁錮
こ

」を「拘禁

刑」に改める。 

 第２４条の５の見出しを「（子の看護等のための

休暇）」に改め、同条第１項中「子の看護のための

休暇」を「子の看護等のための休暇」に改め、「こ

の項において同じ。）」の次に「、身体障害者福祉

法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項

に規定する身体障害者手帳、東京都が知的障害者

に発行する手帳（東京都愛の手帳交付要綱（昭和

４２年３月２０日４２民児精発第５８号）に規定

する愛の手帳をいう。）、道府県が知的障害者に発

行する療育手帳（療育手帳制度要綱（昭和４８年

９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次官通

知）に規定する療育手帳をいう。）若しくは精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第４５条第２項に規定する精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けている子又は難

病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６

年法律第５０号）第５条第１項の規定に基づき厚

生労働大臣が指定する指定難病を有する子であっ

て、満１５歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある子」を加え、「）の看護」を「）の

看護等」に、「又は疾病の予防を図るために必要な

その子の世話を行うことをいう」を「、疾病の予

防を図るために必要なその子の世話若しくは学校

保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２０条

の規定による学校の休業その他これに準ずる事由

に伴うその子の世話を行うこと又はその子の教育

若しくは保育に係る行事のうち入園、卒園、入学

若しくは卒業の式典その他これに準ずる式典への

参加をすることをいう。第３項において同じ」に

改め、同条第２項中「子の看護のための休暇」を

「子の看護等のための休暇」に改め、同条第３項

中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のた
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めの休暇」に、「、看護」を「、看護等」に改める。 

 第２５条の３第１項中「（昭和２４年法律第２８

３号）」、「（昭和４２年３月２０日４２民児精発第

５８号）」、「（昭和４８年９月２７日厚生省発児第

１５６号厚生事務次官通知）」及び「（昭和２５年

法律第１２３号）」を削り、「受けている者」を「受

けている子」に改め、「（平成２６年法律第５０号）」

を削り、同条の次に次の４条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員

に対する意向確認等） 

第２５条の４ 条例第１６条の４第１項の規則で

定める制度又は措置（以下「介護両立支援制度

等」という。）は、次に掲げる制度又は措置とす

る。 

(1) 条例第１６条第１項に規定する介護休暇 

(2) 条例第１６条の２第１項に規定する介護時

間 

(3) 条例第９条の２第２項の規定において準用

する同条第１項の規定による深夜勤務の制限 

(4) 条例第９条の３第２項の規定において準用

する同条第１項の規定による超過勤務の制限 

(5) 条例第９条の４第２項の規定において準用

する同条第１項の規定による超過勤務の制限 

(6) 条例第１５条第１項に規定する短期の介護

休暇 

第２５条の５ 条例第１６条の４第１項の規則で

定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 介護両立支援制度等 

(2) 介護両立支援制度等の請求先、申告先又は

申請先 

(3) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律

第１５２号）第７０条の４第１項に規定する

介護休業手当金その他これに相当する給付に

関する必要な事項 

２ 条例第１６条の４第１項又は第２項の規定に

より、職員に対して、前項各号に掲げる事項を

知らせる場合は、次の各号に掲げるいずれかの

方法（同条第１項の規定による場合における第

３号に掲げる方法については、当該職員が希望

する場合に限る。）によって行わなければならな

い。 

(1) 面談による方法 

(2) 書面を交付する方法 

 (3) 電子メールその他のその受信をする者を特

定して情報を伝達するために用いられる電気

通信（以下「電子メール等」という。）の送信

による方法（当該職員が当該電子メール等の

記録を出力することにより書面を作成するこ

とができるものに限る。） 

第２５条の６ 条例第１６条の４第１項の規則で

定める措置（第３号に掲げる措置にあっては、

職員が希望する場合に限る。）は、次に掲げる措

置とする。 

(1) 面談 

(2) 書面の交付 

(3) 電子メール等の送信（当該職員が当該電子

メール等の記録を出力することにより書面を

作成することができるものに限る。） 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２５条の７ 条例１６条の５第３号の規則で定

める介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備

に関する措置は、次に掲げる措置とする。 

(1) 職員の介護両立支援制度等の利用に関する

事例の収集及び職員に対する当該事例の提供 

(2) 職員に対する介護両立支援制度等及び介護

両立支援制度等の利用の促進に関する方針の

周知 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。

ただし、第２４条の４第３項第１号の改正規定は、

令和７年６月１日から施行する。 

                    

江東区会計年度任用職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２８号 

江東区会計年度任用職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

 江東区会計年度任用職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する規則（令和２年３月江東区規則第３

号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条中「子の看護のための休暇」を「子の

看護等のための休暇」に改める。 

 第１５条の２第５項、第１９条の２第４項及び

第１９条の３第５項中「ものであって、かつ、引

き続き在職した期間が６月以上である職員又は６

月以上の任期が定められている」を削る。 

 第２３条の見出しを「（子の看護等のための休

暇）」に改め、同条第１項中「子の看護のための休

暇は、小学校就学の始期に達するまでの」を「子

の看護等のための休暇は、９歳に達する日以後の

最初の３月３１日までにある」に、「）の看護」を

「）の看護等」に、「又は疾病の予防を図るために

必要なその子の世話を行うことをいう」を「、疾
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病の予防を図るために必要なその子の世話若しく

は学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第

２０条の規定による学校の休業その他これに準ず

る事由に伴うその子の世話を行うこと又はその子

の教育若しくは保育に係る行事のうち入園、卒園

若しくは入学の式典その他これに準ずる式典への

参加をすることをいう。第３項において同じ」に

改め、同条第２項中「子の看護のための休暇」を

「子の看護等のための休暇」に改め、同条第３項

中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のた

めの休暇」に、「、看護」を「、看護等」に改め、

同条第４項中「子の看護のための休暇」を「子の

看護等のための休暇」に改め、「ものであって、か

つ、引き続き在職した期間が６月以上である職員

又は６月以上の任期が定められている」を削る。 

 第２４条第５項中「ものであって、かつ、引き

続き在職した期間が１年以上である職員又は１年

の任期が定められている」を削る。 

 第２５条第１項中「掲げる者」の次に「（第２８

条の２において「配偶者等」という。）」を加える。 

 第２８条の次に次の２条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った会計

年度任用職員に対する意向確認等） 

第２８条の２ 条例第１６条の４及び職員勤務時

間規則第２５条の４から第２５条の６までの規

定は、配偶者等が介護を必要とする状況に至っ

た会計年度任用職員に対する意向確認等につい

て準用する。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２８条の３ 条例第１６条の５及び職員勤務時

間規則第２５条の７の規定は、会計年度任用職

員の勤務環境の整備に関する措置について準用

する。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の給与に関する条例施行規則の一部

を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２９号 

江東区職員の給与に関する条例施行規則の

一部を改正する規則 

江東区職員の給与に関する条例施行規則（昭和

３７年１２月江東区規則第１１号）の一部を次の

ように改正する。 

 別記第１号様式中「近接地内旅費」を「普通内

国旅費」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の勤務１時間当たりの給与額の算出

基礎に関する規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３０号 

江東区職員の勤務１時間当たりの給与額の

算出基礎に関する規則の一部を改正する規

則 

江東区職員の勤務１時間当たりの給与額の算出

基礎に関する規則（平成６年９月江東区規則第４

１号）の一部を次のように改正する。 

別表児童相談所福祉業務手当の項中「特勤規則

別表４の項支給範囲の欄(2)に掲げる職員を支給

対象とするものに限る。」を削る。 

   附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の期末手当に関する規則の一部を改

正する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３１号 

江東区職員の期末手当に関する規則の一部

を改正する規則 

江東区職員の期末手当に関する規則（昭和５０

年３月江東区規則第２７号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第２項第１号中「第１２号」を「第１３

号」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部を改

正する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３２号 

江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部

を改正する規則 

江東区職員の勤勉手当に関する規則（昭和５４

年３月江東区規則第１３号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２項第１号中「第１２号」を「第１３

号」に改める。 

https://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
https://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の退職手当に関する条例施行規則の

一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３３号 

江東区職員の退職手当に関する条例施行規

則の一部を改正する規則 

江東区職員の退職手当に関する条例施行規則

（昭和３２年７月江東区規則第４号）の一部を次

のように改正する。 

第１１条の２第２号中「就業手当」を「再就職

手当」に改め、「又は同規則第８２条の７第１項に

規定する再就職手当に相当する退職手当」を削る。 

別記第１５号様式を削り、別記第１５号の２様

式を別記第１５号様式とし、別記第１５号の３様

式を別記第１５号の２様式とし、別記第１５号の

４様式を別記第１５号の３様式とする。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区建築基準法施行細則の一部を改正する規

則を公布する。 

  令和７年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３４号 

江東区建築基準法施行細則の一部を改正す

る規則 

江東区建築基準法施行細則（昭和４０年３月江

東区規則第２号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「建築主事」の次に「又は建築副主事

（以下「建築主事等」という。）」を加える。 

第２条の２第１項中「建築主事」を「建築主事

等」に改め、同条第２項中「同条第２４項」を「同

条第３８項」に、「建築主事」を「建築主事等」に

改める。 

 第３条第１項から第３項までの規定中「建築主

事」を「建築主事等」に改め、同条第５項中「同

条第２４項に規定する特定行政庁若しくは建築主

事の認定に係る申請」を「同条第３８項の規定に

よる認定」に改める。 

第５条第１項中「建築主事」を「建築主事等」

に改め、同条第３項中「同条第２４項」を「同条

第３８項」に、「建築主事」を「建築主事等」に改

める。 

第６条第３項中「建築主事」を「建築主事等」

に改め、同条に次の３項を加える。 

４ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律（平成２７年法律第５３号。以下この項

及び第１５条において「建築物省エネ法」とい

う。）第１１条第１項ただし書又は第１２条第２

項ただし書の規定の適用を受ける場合に添える

図書は、それぞれ次に掲げるものとする。 

(1) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律施行規則（平成２８年国土交通省令

第５号。以下「建築物省エネ法施行規則」と

いう。）第２条第１項第２号の規定が適用され

る場合 住宅の品質確保の促進等に関する法

律（平成１１年法律第８１号。以下「住宅品

確法」という。）第６条第１項に規定する設計

住宅性能評価書（当該住宅が建築物エネルギ

ー消費性能基準（建築物省エネ法第２条第１

項第３号に規定する建築物エネルギー消費性

能基準をいう。以下同じ。）に適合する住宅と

同等以上のエネルギー消費性能（建築物省エ

ネ法第２条第１項第２号に規定するエネルギ

ー消費性能をいう。以下同じ。）を有するもの

である設計住宅性能評価に限る。）又はその写

し 

(2) 建築物省エネ法施行規則第２条第１項第３

号の規定が適用される場合 長期優良住宅の

普及の促進に関する法律（平成２０年法律第

８７号）第７条（第８条第２項において準用

する場合を含む。）の規定による認定通知書若

しくはその写し又は住宅品確法第６条の２第

５項に規定する長期使用構造等の確認書若し

くはその写し 

５ 前項各号に掲げる図書については、確認申請

書を提出した建築主事等に提出しなければなら

ない。 

６ 第４項の図書を建築物の確認申請書と併せて

提出できない場合又は提出が困難と見込まれる

場合にあっては、宣誓書（別記第６号の３様式）

の提出により、前項の規定による提出に代える

ことができる。 

 第１１条の３第１項中「第６条第１項第３号」

を「第６条第１項第１号又は第２号」に改め、「建

築物」の次に「（木造以外のものに限る。）」を加え、

「地階を除く３以上の階数を有するもので延べ面

積」を「一の建築物における新築、増築又は改築

に係る部分の地階を除く階数が３以上のもので当

該部分の床面積の合計」に改め、同条第２項を次

のように改める。 

２ 前項の報告は、当該工事の着手をする前に、
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建築工事施工計画報告書（別記第１０号の４様

式）に、東京都建築基準法施行細則（昭和２５

年東京都規則第１９４号。以下「都規則」とい

う。）第１４条第１項の規定による東京都知事が

別に定めるところにより記載した書類を添えて

行うものとする。 

第１１条の３第３項を削る。 

第１５条第１項を次のように改める。 

規則第４条第１項第６号（規則第８条の２の

２において準用する場合を含む。）及び規則第４

条の８第１項第４号（規則第８条の２の２にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づき定め

る書類は、建築工事施工結果報告書（中間・完

了）（別記第１４号の２様式）（一の建築物にお

ける新築、増築又は改築に係る部分の地階を除

く階数が３以上の建築物に限る。）及び次の各号

に掲げる場合に応じ、当該各号に定める書類と

する。 

(1) 法第７条第１項若しくは第１８条第２０項

の規定による完了検査又は法第７条の３第１

項若しくは第１８条第２８項の規定による中

間検査の場合 都規則第１５条の４第１項第

１号の規定による試験、検査その他の施工の

状況を東京都知事が別に定めるところにより

記載した書類 

(2) 法第７条の２第１項若しくは第１８条第２

３項の規定による完了検査又は法第７条の４

第１項若しくは第１８条第３２項の規定によ

る中間検査の場合 第１１条の３第１項に規

定する建築工事施工計画報告書及び添付書類

の写し（地階を除く３以上の階数を有する建

築物で延べ面積が５００平方メートルを超え

るものに係る完了検査又は中間検査の場合に

限る。） 都規則第１５条の４第１項第２号の

規定による試験、検査その他の施工状況を東

京都知事が別に定めるところにより記載した

書類 

第１５条第２項各号列記以外の部分中「第８条

の２第１３項」を「第８条の２の２」に改め、同

項第５号を次のように改める。 

(5) 建築物省エネ法第１０条第１項に規定する

建築物 次に掲げる場合に応じ、それぞれ次

に定める書類 

ア 仕様基準（江東区事務手数料条例（昭和

３３年３月江東区条例第４号）別表第８の

１の項に規定する仕様基準をいう。）による

確認済証の交付又は建築物省エネ法第１１

条第１項の規定による建築物エネルギー消

費性能適合性判定（以下この号において「適

合性判定」という。）を受けた場合 省エネ

基準工事監理状況報告書（仕様基準用）（別

記第１４号の９様式）その他区長が必要と

認める書類 

イ 仕様・計算併用法（江東区事務手数料条

例別表第８の２の項に規定する仕様・計算

併用法をいう。）により適合性判定を受けた

場合 省エネ基準工事監理状況報告書（仕

様・計算併用法用）（別記第１４号の１０様

式）その他区長が必要と認める書類 

ウ 標準計算法（江東区事務手数料条例別表

第８の２の項に規定する標準計算法をい

う。）により適合性判定を受けた場合 省エ

ネ基準工事監理状況報告書（標準計算法用）

（別記第１４号の１１様式）その他区長が

必要と認める書類 

エ モデル建物法（江東区事務手数料条例別

表第８の２の項に規定するモデル建物法を

いう。）により適合性判定を受けた場合 省

エネ基準工事監理状況報告書（モデル建物

法用）（別記第１４号の１２様式）又は省エ

ネ基準工事監理状況報告書（モデル建物法

（小規模版）用）（別記第１４号の１３様式）

その他区長が必要と認める書類 

オ 標準入力法等（江東区事務手数料条例別

表第８の２の項に規定する標準入力法等を

いう。）により適合性判定を受けた場合 省

エネ基準工事監理状況報告書（標準入力法

等用）（別記第１４号の１４様式）その他区

長が必要と認める書類 

カ アの場合であって、かつ、確認済証を受

けた住宅の計画について、規則第３条の２

に規定する軽微な変更を行った場合又は適

合性判定を受けた建築物エネルギー消費性

能確保計画（建築物省エネ法第１１条第１

項に規定する建築物エネルギー消費性能確

保計画をいう。以下この号において同じ。）

について、建築物省エネ法施行規則第５条

（建築物省エネ法施行規則第９条第２項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する軽

微な変更を行った場合 建築物エネルギー

消費性能基準への適合に係る軽微な変更説

明書（仕様基準用）（別記第１４号の１５様

式） 

キ イの場合であって、かつ、適合性判定を

受けた建築物エネルギー消費性能確保計画

について、建築物省エネ法施行規則第５条
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（建築物省エネ法施行規則第９条第２項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する軽

微な変更を行った場合 建築物エネルギー

消費性能確保計画に係る軽微な変更説明書

（仕様・計算併用法用）（別記第１４号の１

６様式） 

ク ウの場合であって、かつ、適合性判定を

受けた建築物エネルギー消費性能確保計画

について、建築物省エネ法施行規則第５条

（建築物省エネ法施行規則第９条第２項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する軽

微な変更を行った場合 建築物エネルギー

消費性能確保計画に係る軽微な変更説明書

（標準計算法用）（別記第１４号の１７様

式） 

ケ エ又はオの場合であって、かつ、適合性

判定を受けた建築物エネルギー消費性能確

保計画について、建築物省エネ法施行規則

第５条（建築物省エネ法施行規則第９条第

２項において準用する場合を含む。）に規定

する軽微な変更を行った場合 建築物エネ

ルギー消費性能確保計画に係る軽微な変更

説明書説明書（非住宅）（別記第１４号の１

８様式） 

別記第６号の２様式の次に次の１様式を加える。 
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別記第６号の３様式（第６条関係） 

 
別記第１０号の４様式を次のように改める。 
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別記第１０号の４様式（第１１条の３関係） 

 
別記第１４号の２様式を次のように改める。 
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別記第１４号の２様式（第１５条関係） 

 
別記第１４号の３様式を次のように改める。 

別記第１４号の３様式 削除 

別記第１４号の９様式から別記第１４号の１１

様式までを次のように改める
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別記第１４号の９様式（第１５条関係） 
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別記第１４号の１０様式（第１５条関係） 
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別記第１４号の１１様式（第１５条関係） 
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別記第１４号の１１様式の次に次の７様式を加

える。



（号外第 222 号）            江 東 区 公 報     令和 7 年 4 月 30 日（水曜日） 

 

62 

 

 

別記第１４号の１２様式（第１５条関係）
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別記第１４号の１３様式（第１５条関係） 

 



令和 7 年 4 月 30 日（水曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 222 号） 

 

67 

 

 

 



（号外第 222 号）            江 東 区 公 報     令和 7 年 4 月 30 日（水曜日） 

 

68 

 

 

 
 



令和 7 年 4 月 30 日（水曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 222 号） 

 

69 

 

 

 



（号外第 222 号）            江 東 区 公 報     令和 7 年 4 月 30 日（水曜日） 

 

70 

 

 

別記第１４号の１４様式（第１５条関係） 
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別記第１４号の１５様式（第１５条関係） 
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別記第１４号の１６様式（第１５条関係） 
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別記第１４号の１７様式（第１５条関係） 
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別記第１４号の１８様式（第１５条関係） 
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   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区都市の低炭素化の促進に関する法律施行

細則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３５号 

江東区都市の低炭素化の促進に関する法律

施行細則の一部を改正する規則 

江東区都市の低炭素化の促進に関する法律施行

細則（平成２４年１２月江東区規則第６８号）の

一部を次のように改正する。 

 第４条第１項中「第１５条第１項」を「第１４

条第１項」に改める。 

第６条第２項中「特定構造計算基準又は」を「特

定構造計算基準若しくは」に、「どうかの審査」を

「否かの審査又は建築物の計画（建築基準法第２

０条第１項第４号に掲げる建築物に係るもののう

ち、構造設計１級建築士の構造設計に基づくもの

又は当該建築物が構造関係規定に適合することを

構造設計１級建築士が確認した構造設計に基づく

ものに限る。）が特定構造計算基準若しくは特定増

改築構造計算基準に適合するか否かの審査」に改

める。 

 第９条中「第１８条第１４項」を「第１８条第

１５項」に改める。 

別記第１号様式及び別記第２号様式を次のよう

に改める。 
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別記第１号様式（第５条関係） 
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別記第２号様式（第５条関係） 
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   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布

する。 

  令和７年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３６号 

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律施行細則の一部を改正する

規則 

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行細則（平成２８年６月江東区規則

第６６号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「にあっては当該申請が法第３５条第

１項」を「は、当該申請が法第３０条第１項」に

改め、「、基準適合認定申請をしようとする者にあ

っては当該申請が法第４１条第１項に規定する建

築物エネルギー消費性能基準に、それぞれ」を削

り、「これらの」を「当該」に改め、同条の表中「第

１５条第１項」を「第１４条第１項」に改める。 

第５条を次のように改める。 

（建築物エネルギー消費性能確保計画に添付する

図書） 

第５条 省令第３条第１項に規定する所管行政庁

が必要と認める図書は、次に掲げるものとする。 

(1) 申請に係る建築物エネルギー消費性能確保

計画が建築物エネルギー消費性能基準に適合

することを示す次に掲げる書類のいずれかを

有する場合は、当該書類 

ア 住宅品確法第６条第１項に規定する設計

住宅性能評価書（提出又は通知に係る住宅

が建築物エネルギー消費性能基準に適合す

る住宅と同等以上のエネルギー消費性能を

有するものである旨の設計住宅性能評価に

限る。以下「設計住宅性能評価書」という。）

又はその写し 

イ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律

（平成２０年法律第８７号）第７条（第８

条第２項において準用する場合を含む。）の

規定による認定通知書（以下「長期優良住

宅認定通知書」という。）又はその写し 

ウ 住宅品確法第６条の２第５項に規定する

長期使用構造等である旨の確認書（以下「長

期使用構造等確認書」という。）又はその写

し 

エ 都市の低炭素化の促進に関する法律施行

規則（平成２４年国土交通省令第８６号）

第４３条第１項の規定による認定通知書

（以下「低炭素建築物認定通知書」という。）

又はその写し 

オ 省令第２４条第１項の規定による認定通

知書（以下「性能向上計画認定通知書」と

いう。）又はその写し 

(2) 手数料額計算書（適合性判定）（別記第１号

様式）（適合性判定の場合に限る。）又は手数

料額計算書（計画変更適合性判定）（別記第１

号の２様式）（計画変更適合性判定の場合に限

る。） 

２ 省令第３条第３項に規定する所管行政庁が不

要と認める図書は、前項第１号に掲げる書類を

添付する場合において、省令第３条１項に掲げ

る図書のうち区長が不要と認める図書とする。 

３ 江東区事務手数料条例（昭和３３年３月江東

区条例第４号）別表第８の２の部(1)の項及び３

の部(1)の項に規定する区長が定める書類は、第

１項第１号に掲げる図書とする。 

第６条に見出しとして「（建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定申請に添付する図書）」を付し、

同条第１項各号列記以外の部分中「第３０条第１

項」を「第２０条第１項」に改め、同項各号を次

のように改める。 

(1) 申請に係る建築物エネルギー消費性能向上

計画が法第３０条第１項各号に掲げる基準に

適合することを示す次に掲げる書類を有する

場合は、当該書類 

ア 登録性能判定機関による技術的審査適合

証 

イ 住宅品確法第６条第１項に規定する設計

住宅性能評価書の写し 

(2) 手数料額計算書（計画認定申請）（別記第１

号の３様式）（計画認定申請（別記第１号の４

様式に係る申請を除く。）の場合に限る。）、手

数料額計算書（複数建築物の計画認定申請）

（別記第１号の４様式）（複数建築物に係る計

画認定申請の場合に限る。）、手数料額計算書

（計画変更認定申請）（別記第２号様式）（計

画変更認定申請（別記第２号の２様式に係る

申請を除く。）の場合に限る。）又は手数料額

計算書（複数建築物の計画変更認定申請）（別

記第２号の２様式）（複数建築物に係る計画変

更認定申請の場合に限る。） 

第６条第２項中「第３０条第３項」を「第２０

条第３項」に、「第２３条第１項」を「第２０条第

１項」に改め、同条第３項中「別表第８の５の部
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(1)の項」を「別表第８の４の部(1)の項及び５の

部(1)の項」に改める。 

第７条第１項中「第３５条第２項」を「第３０

条第２項」に、「第３６条第２項」を「第３１条第

２項」に改め、同条第２項中「第３５条第２項」

を「第３０条第２項」に、「特定構造計算基準又は」

を「特定構造計算基準若しくは」に改め、「否かの

審査」の次に「又は建築物の計画（建築基準法第

２０条第１項第４号に掲げる建築物に係るものの

うち、構造設計１級建築士の構造設計に基づくも

の又は当該建築物が構造関係規定に適合すること

を構造設計１級建築士が確認した構造設計に基づ

くものに限る。）が特定構造計算基準若しくは特定

増改築構造計算基準に適合するか否かの審査」を

加える。 

第８条中「第３５条第３項」を「第３０条第３

項」に、「第３６条第２項」を「第３１条第２項」

に、「別記第４号様式」を「別記第３号様式」に改

める。 

第９条の見出し中「計画認定申請」を「建築物

エネルギー消費性能確保計画の提出」に改め、同

条第３項中「第１項」の次に「及び第２項」を加

え、「同項の規定による」を削り、同項を同条第４

項とし、同条第２項中「別記第６号様式」を「別

記第５号様式」に改め、同項を同条第３項とし、

同条第１項中「これらの」を「当該」に、「別記第

５号様式」を「別記第４号の２様式」に改め、同

項を同条第２項とし、同条に第１項として次の１

項を加える。 

建築物エネルギー消費性能確保計画又は変更

後の建築物エネルギー消費性能確保計画を提出

又は通知した者は、区長が当該提出又は通知に

対する適合性判定を行う前に、これらの提出又

は通知を取り下げようとするときは、取下げ届

（別記第４号様式）の正本及び副本により区長

に届け出なければならない。 

第１０条中「第３５条第１項」を「第３０条第

１項」に、「第１８条第１４項」を「第１８条第１

５項」に、「第３６条第２項」を「第３１条第２項」

に、「別記第７号様式」を「別記第６号様式」に改

める。 

第１１条中「第３７条」を「第３２条」に、「第

３５条第１項」を「第３０条第１項」に、「第３６

条第１項」を「第３１条第１項」に、「別記第８号

様式」を「別記第７号様式」に改める。 

第１２条第２項中「前項」を「前２項」に、「認

定建築主」を「届出をした者」に改め、同項を同

条第３項とし、同条第１項中「別記第９号様式」

を「別記第８号の２様式」に、「別記様式第３４」

を「別記様式第２８」に、「別記様式第３６」を「別

記様式第３０」に改め、同項を同条第２項とし、

同条に第１項として次の１項を加える。 

適合性判定又は計画変更適合性判定に係る適

合判定通知書の交付を受けた建築主は、建築物

エネルギー消費性能確保計画による建築物の建

築を取りやめるときは、建築取りやめ届（別記

第８号様式）の正本及び副本に、省令別記様式

第３又は省令別記様式第１３による適合判定通

知書を添付して、区長に届け出なければならな

い。 

第１３条第１号中「別記第１０号様式」を「別

記第９号様式」に改め、同条第２号中「別記第１

１号様式」を「別記第１０号様式」に改める。 

第１４条の見出し中「特定建築物等に係る」を

削り、同条第１項中「第１７条第１項又は第２１

条第１項」を「第１５条第１項」に、「別記第１１

号の２様式」を「別記第１０号の２様式」に改め、

同条第２項を削る。 

第１５条中「第３９条」を「第３４条」に、「別

記第１３号様式」を「別記第１１号様式」に改め

る。 

第１６条を削る。 

第１７条第１項第２号中「別表第８の１の項」

を「別表第８の２の項」に改め、「（平成２８年経

済産業省・国土交通省令第１号）」を削り、同条第

２項中「別記第１５号様式」を「別記第１２号様

式」に、「建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則第１１条の規定による軽微変

更該当証明申請書（別記第１６号様式）」を「建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施

行規則第１３条の規定による軽微変更該当証明申

請書（別記第１３号様式）」に、「第１条第１項」

を「第３条第１項」に改め、同条第３項中「建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施

行規則第１１条の規定による軽微変更該当証明書

（別記第１７号様式）」を「建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律施行規則第１３条の

規定による軽微変更該当証明書（別記第１４号様

式）」に、「建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律施行規則第１１条の規定による軽微

変更該当証明申請書」を「建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律施行規則第１３条の

規定による軽微変更該当証明申請書」に改め、同

条に次の１項を加える。 

４ 江東区事務手数料条例別表第８の６の部(1)

の項に規定する区長が定める書類は、次に掲げ
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る書類とする。 

(1) 設計住宅性能評価書又はその写し 

(2) 長期優良住宅認定通知書又はその写し 

(3) 長期使用構造等確認書又はその写し 

(4) 低炭素建築物認定通知書又はその写し 

(5) 性能向上計画認定通知書又はその写し 

第１７条を第１６条とする。 

第１８条第１項中「省令第２９条」を「省令第

２８条」に、「第２６条」を「第２５条」に、「建

築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

施行規則第２９条の規定による軽微変更該当証明

申請書（別記第１８号様式）」を「建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２

８条の規定による軽微変更該当証明申請書（別記

第１５号様式）」に、「第２３条第１項」を「第２

０条第１項」に改め、同条第２項中「建築物のエ

ネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則

第２９条の規定による軽微変更該当証明書（別記

第１９号様式）」を「建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律施行規則第２８条の規定に

よる軽微変更該当証明書（別記第１６号様式）」に、

「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律施行規則第２９条の規定による軽微変更該当

証明申請書」を「建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律施行規則第２８条の規定によ

る軽微変更該当証明申請書」に改め、同条を第１

７条とする。 

別記第１号様式から別記第４号様式までを次の

ように改める。 
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別記第１号様式（第５条関係） 
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別記第１号の２様式（第５条関係） 
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別記第１号の３様式（第６条関係） 
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別記第１号の４様式（第６条関係） 
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別記第２号様式（第６条関係） 
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別記第２号の２様式（第６条関係） 
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別記第３号様式（第８条関係） 
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別記第４号様式（第９条関係） 

 
別記第４号様式の次に次の１様式を加える。
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別記第４号の２様式（第９条関係） 

 
別記第５号様式から別記第８号様式までを次の

ように改める。 
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別記第５号様式（第９条関係） 
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別記第６号様式（第１０条関係） 
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別記第７号様式（第１１条関係） 
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別記第８号様式（第１２条関係） 

 
 別記第８号様式の次に次の１様式を加える。
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別記第８号の２様式（第１２条関係） 

 
 別記第９号様式及び別記第１０号様式を次のよ

うに改める。
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別記第９号様式（第１３条関係） 
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別記第１０号様式（第１３条関係） 

 
 別記第１０号様式の次に次の１様式を加える。
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別記第１０号の２様式（第１４条関係） 

 
 別記第１１号様式を次のように改める。
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別記第１１号様式（第１５条関係） 

 
別記第１１号の２様式を削る。 

別記第１２号様式から別記第１６号様式までを次

のように改める。
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別記第１２号様式（第１６条関係） 



令和 7 年 4 月 30 日（水曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 222 号） 

 

121 

 

 

別記第１３号様式（第１６条関係） 
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別記第１４号様式（第１６条関係） 



令和 7 年 4 月 30 日（水曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 222 号） 

 

123 

 

 

別記第１５号様式（第１７条関係） 
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別記第１６号様式（第１７条関係）  

 
 

 

別記第１７号様式から別記第１９号様式までを削る。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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江東区私道整備助成条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和７年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３７号 

江東区私道整備助成条例施行規則の一部を

改正する規則 

江東区私道整備助成条例施行規則（昭和４２年

１２月江東区規則第２１号）の一部を次のように

改正する。 

別表第２を次のように改める。
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別表第２（第３条関係） 

工種 形状 単位 単価（円） 

取りこわし工 手こわし ㎥ ８８，６６８ 

排 水

本 管

工

（ 路

面 排

水 の

み を

流 す

も の

に 限

る。 

） 

改修 内径１５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ４６，３１３ 

内径１５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上 

ｍ ６５，４０４ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ４９，３６２ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上１．７ｍ未満 

ｍ ７９，５２７ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．７ｍ以上 

ｍ ９９，２２４ 

 内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ６５，１９９ 

内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上１．７ｍ未満 

ｍ ８８，７４８ 

内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．７ｍ以上 

ｍ １０９，４７４ 

Ｌ形 

溝工 

新設 鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ 砕石基礎 

ｍ ２７，２０１ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ｍ ３３，９４３ 

  

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ｍ ３３，０４０ 

改修 鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ 砕石基礎 

ｍ ３３，０１３ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ｍ ４１，０７７ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ｍ ４０，２０３ 

補修 ２５０Ａ 砕石基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ ２０，８６６ 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ ２１，３５８ 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ ２１，８５８ 

３００Ｂ コンクリート基礎 

ブロック取替 

ｍ ２５，９０９ 

Ｌ形 

用集 

水ま 

す 

 

設置工（新設） ２５０用 箇所 ９１，７２９ 

設置工（改修） ２５０用 箇所 ９３，１４８ 

導水管工 塩化ビニル ＶＵφ１５０ ｍ ２９，３５９ 

塩化ビニル ＶＵφ１００  ｍ ２５，５８１ 

ソケット取付工 硬質塩化ビニル φ１５０ 箇所 １５，９２９ 



令和 7 年 4 月 30 日（水曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 222 号） 

 

127 

 

 

 

 

硬質塩化ビニル φ１００ 箇所 １３，９８３ 

縁塊ふた取替工 ２５０用 箇所 ４３，４４３ 

調整工  箇所 ９，６８６ 

Ｌ形 

用汚 

水ま 

す 

縁塊ふた取替工  箇所 ４１，０８５ 

調整工  箇所 ９，６８６ 

円形 

汚水 

ます 

・改 

良ま 

す 

縁塊ふた取替工  箇所 ５８，６８４ 

調整工  箇所 １１，０７３ 

人孔 縁塊ふた取替工  箇所 １９０，４１１ 

調整工  箇所 １１，０７３ 

舗装 

工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新設 人力 総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 ㎡ １５，４０８ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 ㎡ １４，９０６ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ １６，０４６ 

機械人

力 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

㎡ １９，１７９ 

改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人力 総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １９，７６３ 

総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １９，８５２ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １９，２６１ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １９，３５１ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ ２４，４０７ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ ２４，５２０ 

機械人

力 

 

 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ ２３，７８１ 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ 

 

 

２３，５９１ 

 

 

  機械 総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ 

 

 

１４，３０７ 

 

  

 

 

 

 

  

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １４，１９３ 

被覆 人力 厚 ５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ ５，７８５ 
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 機械 厚 ５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ ３，３２４ 

交通誘導警備員費 
 人 ・

日 

３３，５８４ 

 

   附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区特別区税条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和７年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３８号 

   江東区特別区税条例施行規則の一部を改正

する規則 

江東区特別区税条例施行規則（昭和４０年３月

江東区規則第１４号）の一部を次のように改正す

る。 

第１５条の２第３項中「第４６条の２第３項」

を「第４６条の２第４項」に改める。 

 別記第２６号様式及び別記第２６号の２様式を

次のように改める。
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別記第２６号様式（第１５条の２関係） 
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別記第２６号の２様式（第１５条の２関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区特別区税条例施行規則の別記様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

                    

江東区庁舎防火防災対策規則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和７年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３９号 

   江東区庁舎防火防災対策規則の一部を改正

する規則 

 江東区庁舎防火防災対策規則（昭和４９年９月

江東区規則第４３号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第２中「防災課長」を「防災計画課長」に

改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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規 則 （ 教 ） 

 

江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月２７日 

    江東区教育委員会 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員 安 部 敏 啓   

◎江東区教育委員会規則第１号 

江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関す

る規則の一部を改正する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規

則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第１５

号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項第１号中「１００分の１２２．５」

を「１００分の１１７．５」に、「１００分の１４

０」を「１００分の１３５」に改め、同項第２号

中「１００分の６０」を「１００分の５７．５」

に、「１００分の６８．７５」を「１００分の６６．

２５」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

を公布する。 

  令和７年３月２７日 

    江東区教育委員会 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員 安 部 敏 啓   

◎江東区教育委員会規則第２号 

江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例施行規則（平成１２年３月江東

区教育委員会規則第７号）の一部を次のように改

正する。 

 第８条の２第７項第２号中「、条例第１１条の

２第１項の規定による請求にあっては３歳に、条

例第１１条の３第１項の規定による請求にあって

は」を削る。 

 第２９条第３項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」

に改める。 

 第２９条の２の見出しを「（子の看護等のための

休暇）」に改め、同条第１項中「子の看護のための

休暇」を「子の看護等のための休暇」に改め、「こ

の項において同じ。）」の次に「、身体障害者福祉

法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項

に規定する身体障害者手帳、東京都が知的障害者

に発行する手帳（東京都愛の手帳交付要綱（昭和

４２年３月２０日４２民児精発第５８号）に規定

する愛の手帳をいう。）、道府県が知的障害者に発

行する療育手帳（療育手帳制度要綱（昭和４８年

９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次官通

知）に規定する療育手帳をいう。）若しくは精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第４５条第２項に規定する精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けている子又は難

病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６

年法律第５０号）第５条第１項の規定に基づき厚

生労働大臣が指定する指定難病を有する子であっ

て、満１５歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある子」を加え、「）の看護」を「）の

看護等」に、「又は疾病の予防を図るために必要な

その子の世話を行うことをいう」を「、疾病の予

防を図るために必要なその子の世話若しくは学校

保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２０条

の規定による学校の休業その他これに準ずる事由

に伴うその子の世話を行うこと又はその子の教育

若しくは保育に係る行事のうち入園、卒園、入学

若しくは卒業の式典その他これに準ずる式典への

参加をすることをいう。第３項において同じ」に

改め、同条第２項中「子の看護のための休暇」を

「子の看護等のための休暇」に改め、同条第３項

中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のた

めの休暇」に、「、看護」を「、看護等」に改める。 

 第３０条の３第１項中「（昭和２４年法律第２８

３号）」、「（昭和４２年３月２０日４２民児精発第

５８号）」、「（昭和４８年９月２７日厚生省発児第

１５６号厚生事務次官通知）」及び「（昭和２５年

法律第１２３号）」を削り、「受けている者」を「受

けている子」に改め、「（平成２６年法律第５０号）」

を削り、同条の次に次の４条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員

に対する意向確認等） 

第３０条の４ 条例第１８条の４第１項の教育委

員会規則で定める制度又は措置（以下「介護両

立支援制度等」という。）は、次に掲げる制度又

は措置とする。 

(1) 条例第１８条第１項に規定する介護休暇 

(2) 条例第１８条の２第１項に規定する介護

時間 

(3) 条例第１１条第２項の規定において準用

する同条第１項の規定による深夜勤務の制
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限 

(4) 条例第１１条の２第２項の規定において

準用する同条第１項の規定による超過勤務

の制限 

(5) 条例第１１条の３第２項の規定において

準用する同条第１項の規定による超過勤務

の制限 

(6) 条例第１７条第１項に規定する短期の介

護休暇 

第３０条の５ 条例第１８条の４第１項の教育委

員会規則で定める事項は、次に掲げる事項とす

る。 

(1) 介護両立支援制度等 

 (2) 介護両立支援制度等の申告先、請求先又は

申請先 

 (3) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律

第１５２号）第７０条の４第１項に規定する

介護休業手当金その他これに相当する給付に

関する必要な事項 

２ 条例第１８条の４第１項又は第２項の規定に

より、職員に対して、前項各号に掲げる事項を

知らせる場合は、次の各号に掲げるいずれかの

方法（同条第１項の規定による場合における第

３号に掲げる方法については、当該職員が希望

する場合に限る。）によって行わなければならな

い。 

 (1) 面談による方法 

 (2) 書面を交付する方法 

 (3) 電子メールその他のその受信をする者を特

定して情報を伝達するために用いられる電気

通信（以下「電子メール等」という。）の送信

による方法（当該職員が当該電子メール等の

記録を出力することにより書面を作成するこ

とができるものに限る。） 

第３０条の６ 条例第１８条の４第１項の教育委

員会規則で定める措置（第３号に掲げる措置に

あっては、職員が希望する場合に限る。）は、次

に掲げる措置とする。 

 (1) 面談 

 (2) 書面の交付 

 (3) 電子メール等の送信（当該職員が当該電子

メール等の記録を出力することにより書面を

作成することができるものに限る。） 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第３０条の７ 条例１８条の５第１項第３号の教

育委員会規則で定める介護両立支援制度等に係

る勤務環境の整備に関する措置は、次に掲げる

措置とする。 

 (1) 職員の介護両立支援制度等の利用に関する

事例の収集及び職員に対する当該事例の提供 

 (2) 職員に対する介護両立支援制度等及び介護

両立支援制度等の利用の促進に関する方針の

周知 

   附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。

ただし、第２９条第３項第１号の改正規定は、令

和７年６月１日から施行する。 

                     

江東区教育委員会事務局処務規則及び江東区立

幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一

部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月２７日 

    江東区教育委員会 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員 安 部 敏 啓   

◎江東区教育委員会規則第３号 

江東区教育委員会事務局処務規則及び江東

区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施

行規則の一部を改正する規則 

（江東区教育委員会事務局処務規則の一部改正） 

第１条 江東区教育委員会事務局処務規則（昭和

４０年３月江東区教育委員会規則第３号）の一

部を次のように改正する。 

  第９条第５号中「近接地外出張（宿泊しない

場合を除く。）」を「特別内国旅行（江東区職員

の旅費支給規程（昭和４８年６月江東区訓令甲

第２３号。以下「旅費支給規程」という。）第２

条第２項第２号に規定する特別内国旅行をいう。

以下同じ。）（宿泊する場合に限る。）」に改める。 

  第９条の２第２号中「近接地外出張（宿泊す

る場合を除く。）、近接地内出張」を「内国旅行

（宿泊する場合を除く。）」に改め、同条第３号

中「近接地外出張（宿泊をしない場合を除く。）」

を「特別内国旅行」に改める。 

  第１０条第２号中「近接地外出張（宿泊をす

る場合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国

旅行（旅費支給規程第２条第２項第１号に規定

する普通内国旅行をいう。）」に改める。 

（江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施

行規則の一部改正） 

第２条 江東区立幼稚園教育職員の給与に関する

条例施行規則（平成１２年３月江東区教育委員

会規則第８号）の一部を次のように改正する。 

  別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第６条関係） 

 
   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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訓 令 

 

◎江東区訓令甲第４号 

庁 中 一 般    

事  業  所    

江東区福祉会館処務規程（昭和４４年４月江東

区訓令甲第９号）は、廃止する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第５号 

庁 中 一 般    

事  業  所    

江東区福祉事務所処務規程（平成５年９月江東

区訓令甲第３２号）の一部を次のように改正する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

 第２条の表保護第一課の項に次のように加える。 

  保護第五係 

 第２条の表保護第二課の項に次のように加える。 

  保護第五係 

第２条の表養育支援課の項中「庶務係」を「管

理運営係」に改める。 

第３条の表保護第一課の項中 

「４ 社会福祉統計及び報告に関すること（保護

第二課に属するものを除く。）。 

 ５ 所内他課との連絡調整に関すること。 

 ６ 所内他課に属さないこと。       」 

を 

「４ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

に定める個別的援護事務に関すること（保護

第二課及び生活応援課に属するものを除く。）。 

 ５ 社会福祉統計及び報告に関すること（保護

第二課に属するものを除く。）。 

 ６ 所内他課との連絡調整に関すること。 

 ７ 所内他課に属さないこと。       」 

に改め、同表保護第二課の項中 

「４ 社会福祉統計及び報告に関すること（保護

第一課に属するものを除く。）。      」 

を 

「４ 児童福祉法に定める個別的援護事務に関す

ること（保護第一課及び生活応援課に属する

ものを除く。）。 

 ５ 社会福祉統計及び報告に関すること（保護

第一課に属するものを除く。）。      」 

に改め、同表生活応援課の項中「（昭和２２年法律

第１６４号）」を削り、「定める個別的援護事務」

の次に「（保護第一課及び保護第二課に属するもの

を除く。）」を加える。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第６号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 支出負担行為手続規程（昭和３９年４月江東区

訓令甲第８号）の一部を次のように改正する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

 別表第１中「別表第１」を「別表第１（第４条

関係）」に改め、同表８の項中 

「 請求書 

命令簿 」 

を 

「 請求書 

命令簿 

関係書類 」 

に改める。 

 別表第２中「別表第２」を「別表第２（第４条

関係）」に改め、同表２の項中 

「 概算払内訳書 」 

を 

「 概算払内訳書 

関係書類 」 

に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第７号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区職員服務規程（令和２年３月江東区訓令

甲第１号）の一部を次のように改正する。 

  令和７年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

 第１１条第３項中「文書により」を「復命書（別

記第５号様式又は別記第５号の２様式）により、」

に改める。 

 第１４条中「別記第５号様式」を「別記第６号

様式」に、「別記第６号様式」を「別記第７号様式」

に改める。 
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 第１５条中「別記第７号様式」を「別記第８号

様式」に改める。 

 別記第７号様式を別記第８号様式とし、別記第

６号様式を別記第７号様式とし、別記第５号様式

を別記第６号様式とし、別記第４号様式の次に次

の２様式を加える。 
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別記第５号様式（第１１条関係） 
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別記第６号様式（第１１条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の際、この規程による改正前

の江東区職員服務規程の別記様式による用紙で、

現に残存するものは、所要の修正を加え、なお

使用することができる。 

                     

◎江東区訓令甲第８号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区男女共同参画推進センター処務規程等の

一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和７年３月３１日 

江東区長  大久保 朋 果    

   江東区男女共同参画推進センター処務規程

等の一部を改正する規程 

（江東区男女共同参画推進センター処務規程の一

部改正） 

第１条 江東区男女共同参画推進センター処務規

程（平成２３年４月江東区訓令甲第１号）の一

部を次のように改正する。 

  第６条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行

（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。）」に改める。 

（江東区役所出張所処務規程の一部改正） 

第２条 江東区役所出張所処務規程（昭和４０年

４月江東区訓令甲第１３号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第４条第４項中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行

（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。以下同じ。）」に

改める。 

  第５条第１項第２号中「近接地外出張（宿泊

する場合を除く。）、近接地内出張」を「普通内

国旅行」に改める。 

（江東区役所豊洲特別出張所処務規程の一部改

正） 

第３条 江東区役所豊洲特別出張所処務規程（平

成２７年９月江東区訓令甲第１０号）の一部を

次のように改正する。 

  第７条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行

（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。）」に改める。 

（江東区消費者センター処務規程の一部改正） 

第４条 江東区消費者センター処務規程（平成３

年４月江東区訓令甲第４号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第５条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行

（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。）」に改める。 

（江東区児童館処務規程の一部改正） 

第５条 江東区児童館処務規程（平成３１年４月

江東区訓令甲第３号）の一部を次のように改正

する。 

  第５条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行

（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。）」に改める。 

（江東区保育所処務規程の一部改正） 

第６条 江東区保育所処務規程（昭和３６年４月

江東区訓令甲第２号）の一部を次のように改正

する。 

  第４条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行

（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。）」に改める。 

（江東区清掃事務所処務規程の一部改正） 

第７条 江東区清掃事務所処務規程（平成１２年

４月江東区訓令甲第１５号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第７条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行

（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。）」に改める。 

（江東区環境学習情報館処務規程の一部改正） 

第８条 江東区環境学習情報館処務規程（平成１

９年２月江東区訓令甲第４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第５条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行
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（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。）」に改める。 

（江東区水辺と緑の事務所処務規程の一部改正） 

第９条 江東区水辺と緑の事務所処務規程（平成

１３年３月江東区訓令甲第１５号）の一部を次

のように改正する。 

  第４条第４項中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行

（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。以下同じ。）」に

改める。 

  第５条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行」

に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第９号 

庁 中 一 般    

事  業  所    

 江東区保健所処務規程（昭和５０年４月江東区

訓令甲第３８号）の一部を次のように改正する。 

  令和７年３月３１日 

江東区長  大久保 朋 果    

 第２条の表生活衛生課の項中 

「食の安全係 

食品衛生第一係 

食品衛生第二係」 

を 

「食品衛生第一係 

食品衛生第二係 

食品衛生第三係」 

に改め、同表保健予防課の項中「コロナワクチン

管理係」を「ワクチン管理係」に改める。 

第３条の表健康推進課の部庶務係の項中 

「１０ 災害時医療救護活動に関すること。 

１１ 所内他の課、係等に属しないこと。」 

を 

「１０ 所内他の課、係等に属しないこと。」 

に改め、同部歯科衛生担当係長の項の次に次のよ

うに加える。 

災害時医療調整担当係長 

１ 災害時医療救護活動及びその調整に関す

ること。 

第３条の表生活衛生課の部生活衛生係の項中

「食の安全係及び」を削り、「食品衛生第二係」の

次に「及び食品衛生第三係」を加え、同部食の安

全係の項を削り、同部食品衛生第一係、食品衛生

第二係の項中「食品衛生第二係」の次に「、食品

衛生第三係」を加え、「（食の安全係に属するもの

を除く。）」及び「及び食の安全係」を削り、同表

保健予防課の部保健係の項中 

「４ 予防接種（がん予防に係るものを除く。）に

関すること。 

５ 精神保健及び難病に関すること。 

６ 医療費の支給に関すること（公害保健係に

属するものを除く。）。 

７ 各種医療費の公費負担に関すること。 

８ 母子保健に関すること。 

９ 酒に酔つて公衆に迷惑をかける行為の防止

等に関する法律（昭和３６年法律第１０３号）

に関すること。 

１０ 母子歯科保健に関すること。 

１１ 課内他の係等に属しないこと。    」 

を 

「４ 精神保健及び難病に関すること。 

５ 医療費の支給に関すること（公害保健係に

属するものを除く。）。 

６ 各種医療費の公費負担に関すること。 

７ 母子保健に関すること。 

８ 酒に酔つて公衆に迷惑をかける行為の防止

等に関する法律（昭和３６年法律第１０３号）

に関すること。 

９ 母子歯科保健に関すること。 

１０ 課内他の係等に属しないこと。    」 

に改め、同部コロナワクチン管理係の項を次のよ

うに改める。 

ワクチン管理係 

  １ 予防接種（がん予防に係るものを除く。）

に関すること。 

 第３条の表保健予防課の項中 

「接種担当係長 

１ 新型コロナワクチン接種の実施及び各医療

機関との調整に関すること。 

計画策定担当係長 

１ 保健衛生に係る計画の策定並びに保健衛生

事業の企画及び調整に関すること。    」 

を 

「児童福祉・母子保健連携担当係長 

１ こども家庭センターに関すること。   」 

に改める。 

第５条の表診療放射線担当係長の項を次のよう

に改める。 

児童福祉・母子保健連携担当係長 
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１ こども家庭センターに関すること。 

第６条の２の表中歯科保健・医療連携担当課長

の項の次に次のように加える。 
調整担当課長 健康部調整担当課長の職にあ

る者 

児童福祉・母子保

健連携担当課長 

健康部児童福祉・母子保健連携

担当課長の職にある者 

 第９条第１号中「近接地外出張（宿泊する場合

を除く。）、近接地内出張」を「内国旅行（宿泊す

る場合を除く。）」に改め、同条第２号中「近接地

外出張（宿泊しない場合を除く。）」を「特別内国

旅行（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６

月江東区訓令甲第２３号。以下「旅費支給規程」

という。）第２条第２項第２号に規定する特別内国

旅行をいう。）」に改める。 

第１０条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行（旅

費支給規程第２条第２項第１号に規定する普通内

国旅行をいう。以下同じ。）」に改める。 

第１１条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行」

に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第１０号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区金銭出納員、現金取扱員、給与取扱者、

分任給与取扱者、物品出納員及び検査員の任命又

は指定について（昭和５９年３月江東区訓令甲第

５号）の一部を次のように改正する。 

令和７年３月３１日 

江東区長  大久保 朋 果    

別表第１中 
「 政策経営部ＤＸ推進課

ＤＸ推進係長 

政策経営部ＤＸ

推進課 

 

」 

を 
「 政策経営部ＤＸ推進課

ＤＸ推進係長 

政策経営部ＤＸ

推進課 

 

 政策経営部新庁舎整備

推進課新庁舎整備推進

担当係長（庶務を担当す

る者に限る。） 

政策経営部新庁

舎整備推進課 

 

 

 

」 

に、 
「 総務部危機管理課危機

管理係長 

総務部危機管理

課 

 

 総務部防災課防災計画

係長 

総務部防災課  

」 

を 
「 総務部危機管理課防災

危機管理係長 

総務部危機管理

課 

 

 総務部防災計画課防災

計画係長 

総務部防災計画

課 

 

」 

に、 
「 こども未来部養育支援課庶務係長 」 

を 

「 こども未来部養育支援課管理運営係長 」 

に改め、同表都市整備部地下鉄８号線事業推進課

地下鉄８号線事業推進係長の項を削る。 

 別表第２中 
「 総務部危機管理課危機

管理係 

総務部危機管理

課危機管理係長 

 

 総務部防災課防災計画

係 

総務部防災課防

災計画係長 

 

」 

を 
「 総務部危機管理課防災

危機管理係 

総務部危機管理

課防災危機管理

係長 

 

 総務部防災計画課防災

計画係 

総務部防災計画

課防災計画係長 

 

」 

に、 
「 福祉部介護保険課指導

係 

  

 福祉部介護保険課事業

者指定係 

  

」 

を 
「 福祉部介護保険課指導係  」 

に、 
「 こども未来部養育支援課

庶務係 

こども未来部

養育支援課庶

務係長 

 

 

」 

を 
「 こども未来部養育支援課

管理運営係 

こども未来部

養育支援課管

理運営係長 

 

 

」 

に改め、同表都市整備部地下鉄８号線事業推進課

地下鉄８号線事業推進係の項を削る。 

別表第３中 

「 政策経営部ＤＸ推進課Ｄ

Ｘ推進係長 

政策経営部Ｄ

Ｘ推進課 

 

」 

を 
「 政策経営部ＤＸ推進課Ｄ

Ｘ推進係長 

政策経営部Ｄ

Ｘ推進課 

 

 政策経営部新庁舎整備推

進課新庁舎整備推進担当

係長（庶務を担当する者に

限る。） 

政策経営部新

庁舎整備推進

課 

 

 

 

」 

に、 

「 総務部危機管理課危機管 総務部危機管  
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理係長 理課 

 総務部防災課防災計画係

長 

総務部防災課  

」 

を 
「 総務部危機管理課防災危

機管理係長 

総務部危機管

理課 

 

 総務部防災計画課防災計

画係長 

総務部防災計

画課 

 

」 

に、 
「 こども未来部養育支援課庶務係長 」 

を 
「 こども未来部養育支援課管理運営係長 」 

に改め、同表都市整備部地下鉄８号線事業推進課

地下鉄８号線事業推進係長の項を削る。 

別表第５中 
「 政策経営部ＤＸ推進課

ＤＸ推進係長 

政策経営部ＤＸ

推進課 

 

」 

を 
「 

 

政策経営部ＤＸ推進課

ＤＸ推進係長 

政策経営部ＤＸ

推進課 

 

 政策経営部新庁舎整備

推進課新庁舎整備推進

担当係長（庶務を担当す

る者に限る。） 

政策経営部新庁

舎整備推進課 

 

 

 

」 

に、 
「 総務部危機管理課危機

管理係長 

総務部危機管

理課 

 

 総務部防災課防災計画

係長 

総務部防災課  

」 

を 
「 総務部危機管理課防災

危機管理係長 

総務部危機管

理課 

 

 総務部防災計画課防災

計画係長 

総務部防災計

画課 

 

」 

に、 
「 こども未来部養育支援課庶務係長 」 

を 
「 こども未来部養育支援課管理運営係長 」 

に改め、同表都市整備部地下鉄８号線事業推進課

地下鉄８号線事業推進係長の項を削る。 

別表第６中 
「 政策経営部ＤＸ推進課ＤＸ推進係長 」 

を 
「 政策経営部ＤＸ推進課ＤＸ推進係長  

 政策経営部新庁舎整備推進課新庁舎整備

推進担当係長（庶務を担当する者に限

る。） 

 

 

」 

に、 
「 総務部危機管理課危機管理係長  

 総務部防災課防災計画係長 」 

を 
「 総務部危機管理課防災危機管理係長  

 総務部防災計画課防災計画係長 」 

に改め、同表保健所生活衛生課試験検査係長の項

を削り、同表中 
「 こども未来部養育支援課庶務係長 」 

を 
「 こども未来部養育支援課管理運営係長 」 

に改め、同表都市整備部地下鉄８号線事業推進課

地下鉄８号線事業推進係長の項を削る。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

◎江東区訓令甲第１１号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月江

東区訓令甲第２３号）の一部を次のように改正す

る。 

  令和７年３月３１日 

江東区長  大久保 朋 果    

 第３条を削り、第２条中「第２条第１項第５号」

を「第２条第４号」に改め、同条を第３条とし、

第１条の次に次の１条を加える。 

（用語） 

第２条 この規程において使用する用語は、特別

の定めがある場合を除くほか、条例において使

用する用語の例による。 

２ この規程において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 普通内国旅行 宿泊を要しない内国旅行で

あって、鉄道賃、船賃及びその他の交通費の

うち、運賃（運賃の等級が区分されない場合

に限る。）のみ要する出張をいう。 

(2) 特別内国旅行 内国旅行のうち、普通内国

旅行以外の旅行をいう。 

(3) 普通内国旅費 普通内国旅行の旅費をいう。 

(4) 特別内国旅費 特別内国旅行の旅費をいう。 

(5) 外国旅費 外国旅行の旅費をいう。 

(6) 赴任旅費 赴任に係る旅費をいう。 

 第４条を次のように改める。 

（旅行依頼に係る旅費） 

第４条 条例第３条第４項の規定により支給する

旅費は、職員の出張の例に準じて計算した旅費

とする。 

 第９条第１項各号列記以外の部分中「鉄道賃、

船賃及び車賃の実費額並びに鉄道５０キロメート

ル以上の場合には普通急行料金を、１００キロメ
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ートル以上の場合には特別急行料金」を「旅費」

に改め、同条第１項第２号を削り、同項中第３号

を第２号とし、第４号を第３号とし、同項第５号

を削り、同項第６号中「前各号」を「前３号」に

改め、同号を同項第４号とし、同条第２項を削り、

同条を第２６条とする。 

 第８条第１項中「に支給する旅費は、別表第２

のとおりとする」を「には、旅費を支給する」に

改め、同条第２項中「区長が認めた」を「江東区

長（以下「区長」という。）が認めた」に、「種類」

を「種目」に改め、同条を第２５条とする。 

 第６条から第７条の２までを削る。 

 第５条の３の見出し中「清算手続」を「精算に

係る期間」に改め、同条中「第１３条の２第２項」

を「第７条第２項」に、「会計規則に規定する」を

「江東区会計事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１３号）に定める」に改め、同条を第１０条

とし、同条の次に次の１４条を加える。 

（給与の種類） 

第１１条 条例第７条第４項及び第２６条第２項

に規定する給与の種類は、江東区職員の給与に

関する条例（昭和３０年４月江東区条例第７号。

以下「給与条例」という。）に規定する給料、管

理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊

勤務手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、

宿日直手当及び管理職員特別勤務手当又はこれ

らに相当する給与とする。 

（鉄道賃に係る鉄道） 

第１２条 条例第９条第１項に規定する任命権者

が定めるものは、次に掲げるものとする。 

(1) 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第

２条第１項に規定する鉄道事業の用に供する

鉄道に類するもの 

(2) 軌道法（大正１０年法律第７６号）第１条

第１項に規定する軌道に類するもの 

(3) 外国における前２号に掲げるものに相当す

るもの 

（船賃に係る船舶） 

第１３条 条例第１０条第１項に規定する任命権

者が定めるものは、次に掲げるものとする。 

(1) 海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）

第２条第２項に規定する船舶運航事業の用に

供する船舶に類するもの 

(2) 外国における前号に掲げるものに相当する

もの 

（航空賃に係る航空機） 

第１４条 条例第１１条第１項に規定する任命権

者が定めるものは、次に掲げるものとする。 

(1) 航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２

条第１８項に規定する航空運送事業の用に供

する航空機に類するもの 

(2) 外国における前号に掲げるものに相当する

もの 

２ 条例第１１条第３項に規定する任命権者が定

めるものは、一の旅行区間における飛行時間が

８時間以上の移動とする。 

（宿泊費基準額等） 

第１５条 条例第１３条に規定する任命権者が定

める額は、財務省令別表第２に定める職務の級

が１０級以下の者に相当する額とする。 

２ 条例第１３条ただし書に規定する任命権者が

定める場合は、内国の宿泊にあっては、現に支

払った費用の額が宿泊費基準額を超える場合で

あって、旅行命令権者が公務の円滑な運営上支

障のない範囲及び条件において検索し、その結

果から最も安価な宿泊施設を選択していると認

めるときとする。 

３ 条例第１３条ただし書に規定する任命権者が

定める場合は、外国の宿泊にあっては、現に支

払った費用の額が宿泊費基準額を超える場合で

あって、旅行命令権者が次の各号のいずれかに

該当すると認めるときとする。 

(1) 公務の円滑な運営上支障のない範囲及び条

件において検索し、その結果から最も安価な

宿泊施設を選択するとき。 

(2) 為替相場の変動その他旅行命令等を発した

時には通常予見することのできない事情があ

ったとき。 

（宿泊手当の定額等） 

第１６条 条例第１５条に規定する任命権者が定

める１夜当たりの定額は、財務省令別表第３に

定める額とする。 

２ 宿泊手当の額は、条例の規定により支給され

る宿泊費又は包括宿泊費について次の各号に掲

げる場合に該当するときは、前項の規定にかか

わらず、当該各号に掲げる額とする。 

(1) 朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当

するものが含まれる場合 前項で定める定額

の３分の２の額 

(2) 朝食及び夕食に係る費用に相当するものが

含まれる場合 前項で定める定額の３分の１

の額 

３ 移動中に宿泊する場合の宿泊手当の額は、前

２項の規定にかかわらず、その移動の到着地に

応じ、財務省令別表第３に定める額とする。た
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だし、条例の規定により支給される鉄道賃、船

賃、航空賃又はその他の交通費（包括宿泊費及

び家族移転費のうちこれらに相当するものを含

む。）に食費に相当するものが含まれる場合には、

当該額の３分の１の額とする。 

４ 旅行者が、旅行中自宅（住所又は居所若しく

はこれに相当する場所をいう。）に宿泊する場合

には、前３項の規定にかかわらず、宿泊手当は

支給しない。 

（転居費の算定方法等） 

第１７条 条例第１６条に規定する任命権者が定

める方法は、次に掲げる方法とする。 

(1) 運送業者が家財の運送を行う場合には、複

数の運送業者に見積りをさせ、かつ、その中

から最も経済的なものを選択するときに限り、

当該運送に要する額を転居費の額とする方法 

(2) 旅行者が宅配便又は自家用自動車若しくは

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第

８０条第１項の許可を受けて業として有償で

貸し渡す自家用自動車その他これらに類する

ものを利用して家財の運送を行う場合には、

当該運送に要する額を転居費の額とする方法。

ただし、当該運送に要する額が運送業者に依

頼したものとして前号の規定により算定した

額を超えるときは、当該額とする。 

２ 前項の算定に当たっては、条例の規定により

他の種目として支給を受ける費用その他の区費

による支給が適当でない費用として任命権者が

定めるものを除くものとする。 

３ 職員又は家族が他から赴任に係る旅費の支給

又はこれに相当する金額の支払を受ける場合に

は、前２項の規定により算定した転居費の額か

ら当該支給又は当該支払を受ける金額を差し引

くこととする。 

（近距離の転居に係る転居費等の制限） 

第１８条 同一市町村内（東京都の特別区の存す

る地域にあっては、特別区の存する全地域内）

における在勤庁の変更に伴う旅行については、

職員のための公設宿舎への入居又は退去を命ぜ

られて赴任する場合を除くほか、転居費、着後

滞在費及び家族移転費は支給しない。 

（渡航雑費の細則） 

第１９条 条例第１９条に規定する任命権者が定

める費用は、次に掲げる費用（公務のため特に

必要とするものに限る。）とする。 

(1) 保険料 

(2) 医薬品の購入に係る費用 

(3) 携行品の購入に係る費用 

(4) 健康診断その他の医療機関での受診に係る

費用 

(5) 条例第１９条に規定する費用に類する又は

付随する費用 

(6) 前各号に掲げる費用のほか、旅行者の負担

とすべきでないものとして任命権者が定める

費用 

（退職者等の旅費の細則） 

第２０条 条例第２１条第１項に規定する任命権

者が定めるものは、次に掲げる旅費とする。 

(1) 条例第３条第２項第１号の規定により旅費

を支給する場合には、次に掲げる旅費 

ア 職員が出張のための内国旅行中に退職等

となった場合には、出張の例に準じ、退職

等となる前の者として退職等の日にいた地

から旧在勤地に旅行するものとして計算し

た旅費 

イ 職員が赴任のための内国旅行中に退職等

となった場合には、赴任の例に準じ、退職

等となる前の者として退職等の日にいた地

から新在勤地に旅行するものとして計算し

た旅費 

(2) 条例第３条第２項第４号の規定により旅費

を支給する場合（本邦在勤の職員が出張のた

めの外国旅行中に退職等となった場合に限

る。）には、出張の例に準じ、退職等となる前

の者として出張地から本邦内の地に旅行する

ものとして計算した旅費 

（遺族等の旅費の細則） 

第２１条 条例第２２条に規定する任命権者が定

めるものは、次に掲げる旅費とする。 

(1) 本邦在勤の職員が条例第３条第２項第２号

の規定に該当する場合において、同号の規定

により旅費を支給するときは、次に掲げる旅

費 

ア 職員が出張のための内国旅行中に死亡し

た場合には、出張の例に準じ、職員が遺族

の居住地（外国在住の遺族の場合には、本

邦における外国からの到着地）と死亡地と

の間を往復するものとして計算した旅費 

イ 職員が赴任のための内国旅行中に死亡し

た場合には、アに掲げる旅費のほか、赴任

の例に準じ、職員が死亡地から新居住地に

旅行するものとして計算した旅費 

(2) 条例第３条第２項第３号の規定により旅費

を支給する場合には、出張の例に準じ、職員

が遺族の居住地から帰住地（外国に帰住する

場合には、本邦における外国への出発地）に
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旅行するものとして計算した旅費（宿泊費及

び包括宿泊費を除く。） 

(3) 条例第３条第２項第５号の規定により旅費

を支給する場合は、出張の例に準じ、職員が

遺族の居住地と死亡地との間を往復するもの

として計算した旅費 

２ 遺族が前項各号に規定する旅費の支給を受け

る順位は、条例第２条第６号に掲げる順序によ

り、同順位者がある場合には、年長者を先にす

る。 

（通勤手当との調整） 

第２２条 旅行者が給与条例第１４条に規定する

通勤手当又はこれに相当する給与（以下「通勤

手当等」という。）の支給を受けている場合であ

って、旅行の経路に当該通勤手当等の区間が含

まれるときは、その重複する区間に係る旅費は

支給しないものとする。 

（本邦通過の場合の旅費） 

第２３条 外国旅行中本邦を通過する場合には、

その本邦内の旅行について支給する旅費は、内

国旅行の規定による。ただし、外国航路の船舶

又は航空機により本邦を出発し、又は本邦に到

着した場合における船賃又は航空賃については、

外国旅行の規定による。 

（年度経過による区分） 

第２４条 移動中における年度の経過のため鉄道

賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移

転費のうちこれらに相当する部分を含む。）を区

分して算定する必要がある場合には、年度の経

過後に最初の目的地に到着するまでの分及びそ

れ以後の分に区分して算定する。 

 第５条の２を削る。 

 第５条の見出し中「記載事項」の次に「又は記

録事項」を加え、同条第１項中「第４条第５項」

を「第４条第４項」に改め、同条第２項各号を次

のように改める。 

(1) 普通内国旅行の旅行命令簿 普通内国旅行

命令簿（別記第１号様式） 

(2) 特別内国旅行の旅行命令簿 特別内国旅行

命令簿（別記第２号様式） 

(3) 外国旅行の旅行命令簿 外国旅行命令簿

（別記第３号様式） 

 第５条を第７条とし、同条の次に次の２条を加

える。 

（旅行命令等の変更の申請） 

第８条 旅行者は、条例第５条第１項又は第２項

の規定により旅行命令等の変更を申請する場合

には、その変更の必要を証明するに足る資料を

提出しなければならない。 

（旅費請求手続の様式） 

第９条 条例第７条第１項に規定する請求書の種

類は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号

に定めるものとする。 

(1) 普通内国旅費を請求する場合 普通内国旅

費請求内訳書兼領収書 

(2) 赴任旅費を除く特別内国旅費を請求する場

合 特別内国旅費請求内訳書及び特別内国旅

費領収書兼精算書 

(3) 赴任旅費を請求する場合 赴任旅費請求内

訳書兼領収書 

(4) 外国旅費を請求する場合 外国旅費請求内

訳書兼領収書 

(5) 条例第３条第２項（第１号及び第４号を除

く。）に係る旅費を請求する場合 死亡時旅費

請求内訳書兼領収書 

(6) 条例第３条第６項に係る旅費を請求する場

合 旅費損失請求内訳書兼領収書 

(7) 条例第３条第７項に係る旅費を請求する場

合 旅費喪失請求内訳書兼領収書 

２ 前項第１号の請求は、システムに次に掲げる

事項を記録して行うものとする。 

(1) 旅行年月日 

(2) 旅行時間 

(3) 旅行先及び旅行用務 

(4) 旅行経路 

(5) 旅費 

３ 第１項第１号の規定による請求がシステムに

より難い場合及び第１項第２号から第７号まで

の規定による請求の場合は、次に掲げる様式に

より行う。 

(1) 普通内国旅費請求内訳書兼領収書（別記第

４号様式） 

(2) 特別内国旅費請求内訳書（別記第５号様式） 

(3) 特別内国旅費領収書兼精算書（別記第６号

様式） 

(4) 赴任旅費請求内訳書兼領収書（別記第７号

様式） 

(5) 外国旅費請求内訳書兼領収書（別記第８号

様式） 

(6) 旅費損失請求内訳書兼領収書（別記第９号

様式） 

(7) 旅費喪失請求内訳書兼領収書（別記第１０

号様式） 

４ 条例第７条第１項に規定する必要な資料の種

類は、国家公務員等の旅費支給規程（昭和２５

年大蔵省令第４５号。以下「財務省令」という。）
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別表第６に準じて支出担当者等が必要と認める

ものとする。 

第４条の次に次の２条を加える。 

（旅行命令等の変更を受けた場合等における旅

費） 

第５条 条例第３条第６項に規定する任命権者が

定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 条例第３条第２項及び第５項の規定により

旅費の支給を受けることができる者が、傷病

その他やむを得ない事情により旅行を中止し、

又は変更したとき。 

(2) 条例第３条第１項及び第２項（第１号及び

第４号に係る部分に限る。）の規定により旅費

の支給を受けることができる職員がその家族

の旅行について条例第１６条、第１８条第１

項及び第２１条第２項に基づく旅費の支給を

受けることができる場合であって、当該家族

が死亡又は傷病その他やむを得ない事情によ

り旅行を中止し、又は変更したとき。 

２ 条例第３条第６項に規定にする任命権者が定

めるものは、条例第２４条第２項の規定により

旅費を支給する場合を除くほか、次に掲げる金

額とする。 

(1) 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費

（家族移転費のうちこれらに相当する部分を

含む。）については、条例第９条第１項各号、

第１０条第１項各号、第１１条第１項各号及

び第１２条各号に掲げる各費用について、当

該各条及び条例第６条の規定により計算した

額と現に支払った額で所要の払戻手続をとっ

たにもかかわらず払戻しを受けることができ

ない額又は所要の取消手続をとったにもかか

わらずなお支払う必要がある額を比較し、当

該各費用ごとのいずれか少ない額の合計額 

(2) 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費

（宿泊手当に相当する部分を除く。）、家族移

転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）及び

渡航雑費については、当該各種目について条

例第１３条、第１４条、第１６条、第１７条、

第１８条第１項及び第１９条並びに条例第６

条の規定により計算した額と現に支払った額

で所要の払戻手続をとったにもかかわらず払

戻しを受けることができない額又は所要の取

消手続をとったにもかかわらずなお支払う必

要がある額を比較し、当該各種目ごとのいず

れか少ない額の合計額 

(3) 前２号に掲げる金額のほか、手数料その他

の旅行命令等の変更等に伴い支給する必要が

あるものとして旅行命令権者が認めた額 

（旅費額を喪失した場合における旅費） 

第６条 条例第３条第７項に規定する任命権者が

定める事情は、次に掲げる事情とする。 

(1) 交通事故その他の条例第３条第７項に規定

する者の責めに帰することができない事情 

(2) 前条第１項第２号に規定する旅費の支給を

受けることができる場合における当該家族の

旅行中の天災又は交通事故その他の当該職員

若しくは家族の責めに帰することができない

事情 

２ 条例第３条第７項に規定する任命権者が定め

る金額は、次に掲げる金額とする。 

(1) 現に所持していた旅費額（交通手段を利用

するための乗車券、乗船券、航空券等で当該

旅行について購入したものを含む。次号にお

いて同じ。）の全部を喪失した場合には、その

喪失した時以後の旅行を完了するため条例の

規定により支給することができる額 

(2) 現に所持していた旅費額の一部を喪失した

場合には、前号に規定する額から喪失を免れ

た旅費額を差し引いた額 

 別表第１及び別表第２を削る。 

 別記第１号様式から別記第４号様式（甲）まで

を次のように改める。 
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別記第１号様式（第７条関係） 
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別記第２号様式（第７条関係） 
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別記第３号様式（第７条関係） 
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別記第４号様式（第９条関係） 

 
別記第４号様式（乙）を削る。 

別記第５号様式及び別記第６号様式を次のよう

に改める。 
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別記第５号様式（第９条関係） 
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別記第６号様式（第９条関係） 

 
 別記第６号様式の次に次の４様式を加える。
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別記第７号様式（第９条関係） 
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別記第８号様式（第９条関係） 
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別記第９号様式（第９条関係） 
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別記第１０号様式（第９条関係） 



令和 7 年 4 月 30 日（水曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 222 号） 

 

157 

 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和７年４月１日（以下「施行

日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の江東区職員の旅費支給規程（以下「新

規程」という。）の規定は、施行日以後に江東区

職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例

（令和７年３月江東区条例第７号。以下「改正

条例」という。）による改正後の江東区職員の旅

費に関する条例（昭和３０年４月江東区条例第

８号。以下「新条例」という。）第２条第３号に

規定する旅行命令権者が新条例第４条第１項に

規定する旅行命令等を発する旅行及び新条例第

３条第５項の規定により旅費の支給を決定する

旅行について適用し、施行日前に改正条例によ

る改正前の江東区職員の旅費に関する条例（以

下「旧条例」という。）第４条第１項に規定する

旅行命令権者が同項に規定する旅行命令等を発

した旅行については、なお従前の例による。た

だし、施行日前に旧条例第４条第１項に規定す

る旅行命令権者が同項に規定する旅行命令等を

発し、かつ、施行日以後に新条例第２条第３号

に規定する旅行命令権者が新条例第４条第３項

の規定により当該旅行命令等を変更する旅行に

ついては、新規程の規定は、当該旅行のうち当

該変更の日以後の期間に対応する分について適

用し、当該旅行のうち当該変更の日前の期間に

対応する分については、なお従前の例による。 

３ 新規程第２０条及び第２１条の規定は、施行

日以後に退職、免職（罷免を含む。）、失職若し

くは休職（以下「退職等」という。）となった場

合又は死亡した場合について適用し、施行日前

に退職等となった場合又は死亡した場合につい

ては、なお従前の例による。 

４ 新規程第５条及び第６条の規定は、新条例第

３条第６項及び第７項に規定する者が同条第１

項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅

費の支給を受けることができる場合について適

用し、旧条例第３条第１項、第２項及び第４項

の規定により旅費の支給を受けることができる

場合については、なお従前の例による。 
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訓 令 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会訓令甲第１号 

教育委員会事務局    

区 立 小 学 校    

区 立 中 学 校    

区立義務教育学校    

区 立 幼 稚 園    

教 育 センター    

図   書   館    

 江東区教育センター処務規程及び江東区立図書

館処務規程の一部を改正する規程を次のように定

める。 

  令和７年３月２７日 

       江東区教育委員会  

江東区教育センター処務規程及び江東区立

図書館処務規程の一部を改正する規程 

（江東区教育センター処務規程の一部改正） 

第１条 江東区教育センター処務規程（昭和４９

年３月江東区教育委員会訓令甲第１号）の一部

を次のように改正する。 

  第５条第２号中「近接地外出張（宿泊する場

合を除く。）、近接地内出張」を「普通内国旅行

（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月

江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第１号に

規定する普通内国旅行をいう。）」に改める。 

（江東区立図書館処務規程の一部改正） 

第２条 江東区立図書館処務規程（平成３年９月

江東区教育委員会訓令甲第４号）の一部を次の

ように改正する。 

  第８条第１項第２号中「近接地外出張（宿泊

する場合を除く。）、近接地内出張」を「普通内

国旅行（江東区職員の旅費支給規程（昭和４８

年６月江東区訓令甲第２３号）第２条第２項第

１号に規定する普通内国旅行をいう。以下同

じ。）」に改め、同条第２項第２号中「近接地外

出張（宿泊する場合を除く。）、近接地内出張」

を「普通内国旅行」に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区教育委員会訓令甲第２号 

教育委員会事務局    

区 立 小 学 校    

区 立 中 学 校    

区立義務教育学校    

区 立 幼 稚 園    

 江東区立学校事案決定規程（平成１２年３月江

東区教育委員会訓令甲第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

  令和７年３月２７日 

江東区教育委員会       

江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

別表の２の項中「近接地外の出張」を「内国旅

行」に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区教育委員会訓令甲第３号 

教育委員会事務局    

区 立 幼 稚 園    

 江東区立幼稚園教育職員の旅費支給規程（平成

１２年３月江東区教育委員会訓令甲第４号）の一

部を次のように改正する。 

  令和７年３月２７日 

江東区教育委員会       

 第３条を削り、第２条を第３条とし、第１条の

次に次の１条を加える。 

（用語） 

第２条 この規程において使用する用語は、特別

の定めがある場合を除くほか、条例において使

用する用語の例による。 

２ この規程において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 普通内国旅行 宿泊を要しない内国旅行で

あって、鉄道賃、船賃及びその他の交通費の

うち、運賃（運賃の等級が区分されない場合

に限る。）のみ要する出張をいう。 

(2) 特別内国旅行 内国旅行のうち、普通内国

旅行以外の旅行をいう。 

(3) 普通内国旅費 普通内国旅行の旅費をいう。 

(4) 特別内国旅費 特別内国旅行の旅費をいう。 

(5) 外国旅費 外国旅行の旅費をいう。 

(6) 赴任旅費 赴任に係る旅費をいう。 

 第４条を次のように改める。 

（旅行依頼に係る旅費） 

第４条 条例第３条第４項の規定により支給する

旅費は、職員の出張の例に準じて計算した旅費

とする。 

 第１１条第１項各号列記以外の部分中「各号」

の次に「のいずれか」を加え、「鉄道賃、船賃及び

車賃の実費額並びに鉄道５０キロメートル以上の

場合には普通急行料金、鉄道１００キロメートル
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以上の場合には特別急行料金」を「旅費」に改め、

同項第２号を削り、同項中第３号を第２号とし、

第４号を第３号とし、同項第５号を削り、同項第

６号中「前各号」を「前３号」に改め、同号を同

項第４号とし、同条第２項を削り、同条を第２６

条とする。 

 第１０条第１項中「に支給する旅費は、別表の

とおりとする」を「には、旅費を支給する」に改

め、同条第２項中「種類」を「種目」に改め、同

条を第２５条とする。 

 第８条及び第９条を削る。 

 第７条の見出し中「清算手続」を「精算に係る

期間」に改め、同条中「第１３条の２第２項」を

「第７条第２項」に、「会計規則に規定する」を「江

東区会計事務規則（昭和３９年３月江東区規則第

１３号）に定める」に改め、同条を第１０条とし、

同条の次に次の１４条を加える。 

（給与の種類） 

第１１条 条例第７条第４項及び第２６条第２項

に規定する給与の種類は、江東区立幼稚園教育

職員の給与に関する条例（平成１２年３月江東

区条例第４８号。以下「給与条例」という。）に

規定する給料、管理職手当、扶養手当、地域手

当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、超過

勤務手当、休日給及び管理職員特別勤務手当又

はこれらに相当する給与とする。 

（鉄道賃に係る鉄道） 

第１２条 条例第９条第１項に規定する任命権者

が定めるものは、次に掲げるものとする。 

(1) 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第

２条第１項に規定する鉄道事業の用に供する

鉄道に類するもの 

(2) 軌道法（大正１０年法律第７６号）第１条

第１項に規定する軌道に類するもの 

(3) 外国における前２号に掲げるものに相当す

るもの 

（船賃に係る船舶） 

第１３条 条例第１０条第１項に規定する任命権

者が定めるものは、次に掲げるものとする。 

(1) 海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）

第２条第２項に規定する船舶運航事業の用に

供する船舶に類するもの 

(2) 外国における前号に掲げるものに相当する

もの 

（航空賃に係る航空機） 

第１４条 条例第１１条第１項に規定する任命権

者が定めるものは、次に掲げるものとする。 

(1) 航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２

条第１８項に規定する航空運送事業の用に供

する航空機に類するもの 

(2) 外国における前号に掲げるものに相当する

もの 

２ 条例第１１条第３項に規定する任命権者が定

めるものは、一の旅行区間における飛行時間が

８時間以上の移動とする。 

（宿泊費基準額等） 

第１５条 条例第１３条に規定する任命権者が定

める額は、財務省令別表第２に定める職務の級

が１０級以下の者に相当する額とする。 

２ 条例第１３条ただし書に規定する任命権者が

定める場合は、内国の宿泊にあっては、現に支

払った費用の額が宿泊費基準額を超える場合で

あって、旅行命令権者が公務の円滑な運営上支

障のない範囲及び条件において検索し、その結

果から最も安価な宿泊施設を選択していると認

めるときとする。 

３ 条例第１３条ただし書に規定する任命権者が

定める場合は、外国の宿泊にあっては、現に支

払った費用の額が宿泊費基準額を超える場合で

あって、旅行命令権者が次の各号のいずれかに

該当すると認めるときとする。 

(1) 公務の円滑な運営上支障のない範囲及び条

件において検索し、その結果から最も安価な

宿泊施設を選択するとき。 

(2) 為替相場の変動その他旅行命令等を発した

時には通常予見することのできない事情があ

ったとき。 

（宿泊手当の定額等） 

第１６条 条例第１５条に規定する任命権者が定

める１夜当たりの定額は、財務省令別表第３に

定める額とする。 

２ 宿泊手当の額は、条例の規定により支給され

る宿泊費又は包括宿泊費について次の各号に掲

げる場合に該当するときは、前項の規定にかか

わらず、当該各号に掲げる額とする。 

(1) 朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当

するものが含まれる場合 前項で定める定額

の３分の２の額 

(2) 朝食及び夕食に係る費用に相当するものが

含まれる場合 前項で定める定額の３分の１

の額 

３ 移動中に宿泊する場合の宿泊手当の額は、前

２項の規定にかかわらず、その移動の到着地に

応じ、財務省令別表第３に定める額とする。た

だし、条例の規定により支給される鉄道賃、船

賃、航空賃又はその他の交通費（包括宿泊費及
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び家族移転費のうちこれらに相当するものを含

む。）に食費に相当するものが含まれる場合には、

当該額の３分の１の額とする。 

４ 旅行者が、旅行中自宅（住所又は居所若しく

はこれに相当する場所をいう。）に宿泊する場合

には、前３項の規定にかかわらず、宿泊手当は

支給しない。 

（転居費の算定方法等） 

第１７条 条例第１６条に規定する任命権者が定

める方法は、次に掲げる方法とする。 

(1) 運送業者が家財の運送を行う場合には、複

数の運送業者に見積りをさせ、かつ、その中

から最も経済的なものを選択するときに限り、

当該運送に要する額を転居費の額とする方法 

(2) 旅行者が宅配便又は自家用自動車若しくは

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第

８０条第１項の許可を受けて業として有償で

貸し渡す自家用自動車その他これらに類する

ものを利用して家財の運送を行う場合には、

当該運送に要する額を転居費の額とする方法。

ただし、当該運送に要する額が運送業者に依

頼したものとして前号の規定により算定した

額を超えるときは、当該額とする。 

２ 前項の算定に当たっては、条例の規定により

他の種目として支給を受ける費用その他の区費

による支給が適当でない費用として任命権者が

定めるものを除くものとする。 

３ 職員又は家族が他から赴任に係る旅費の支給

又はこれに相当する金額の支払を受ける場合に

は、前２項の規定により算定した転居費の額か

ら当該支給又は当該支払を受ける金額を差し引

くこととする。 

（近距離の転居に係る転居費等の制限） 

第１８条 同一市町村内（東京都の特別区の存す

る地域にあっては、特別区の存する全地域内）

における在勤庁の変更に伴う旅行については、

職員のための公設宿舎への入居又は退去を命ぜ

られて赴任する場合を除くほか、転居費、着後

滞在費及び家族移転費は支給しない。 

（渡航雑費の細則） 

第１９条 条例第１９条に規定する任命権者が定

める費用は、次に掲げる費用（公務のため特に

必要とするものに限る。）とする。 

(1) 保険料 

(2) 医薬品の購入に係る費用 

(3) 携行品の購入に係る費用 

(4) 健康診断その他の医療機関での受診に係る

費用 

(5) 条例第１９条に規定する費用に類する又は

付随する費用 

(6) 前各号に掲げる費用のほか、旅行者の負担

とすべきでないものとして任命権者が定める

費用 

（退職者等の旅費の細則） 

第２０条 条例第２１条第１項に規定する任命権

者が定めるものは、次に掲げる旅費とする。 

(1) 条例第３条第２項第１号の規定により旅費

を支給する場合には、次に掲げる旅費 

ア 職員が出張のための内国旅行中に退職等

となった場合には、出張の例に準じ、退職

等となる前の者として退職等の日にいた地

から旧在勤地に旅行するものとして計算し

た旅費 

イ 職員が赴任のための内国旅行中に退職等

となった場合には、赴任の例に準じ、退職

等となる前の者として退職等の日にいた地

から新在勤地に旅行するものとして計算し

た旅費 

(2) 条例第３条第２項第４号の規定により旅費

を支給する場合（本邦在勤の職員が出張のた

めの外国旅行中に退職等となった場合に限

る。）には、出張の例に準じ、退職等となる前

の者として出張地から本邦内の地に旅行する

ものとして計算した旅費 

（遺族等の旅費の細則） 

第２１条 条例第２２条に規定する任命権者が定

めるものは、次に掲げる旅費とする。 

(1) 本邦在勤の職員が条例第３条第２項第２号

の規定に該当する場合において、同号の規定

により旅費を支給するときは、次に掲げる旅

費 

ア 職員が出張のための内国旅行中に死亡し

た場合には、出張の例に準じ、職員が遺族

の居住地（外国在住の遺族の場合には、本

邦における外国からの到着地）と死亡地と

の間を往復するものとして計算した旅費 

イ 職員が赴任のための内国旅行中に死亡し

た場合には、アに掲げる旅費のほか、赴任

の例に準じ、職員が死亡地から新居住地に

旅行するものとして計算した旅費 

(2) 条例第３条第２項第３号の規定により旅費

を支給する場合には、出張の例に準じ、職員

が遺族の居住地から帰住地（外国に帰住する

場合には、本邦における外国への出発地）に

旅行するものとして計算した旅費（宿泊費及

び包括宿泊費を除く。） 
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(3) 条例第３条第２項第５号の規定により旅費

を支給する場合は、出張の例に準じ、職員が

遺族の居住地と死亡地との間を往復するもの

として計算した旅費 

２ 遺族が前項各号に規定する旅費の支給を受け

る順位は、条例第２条第６号に掲げる順序によ

り、同順位者がある場合には、年長者を先にす

る。 

（通勤手当との調整） 

第２２条 旅行者が給与条例第１５条に規定する

通勤手当又はこれに相当する給与（以下「通勤

手当等」という。）の支給を受けている場合であ

って、旅行の経路に当該通勤手当等の区間が含

まれるときは、その重複する区間に係る旅費は

支給しないものとする。 

（本邦通過の場合の旅費） 

第２３条 外国旅行中本邦を通過する場合には、

その本邦内の旅行について支給する旅費は、内

国旅行の規定による。ただし、外国航路の船舶

又は航空機により本邦を出発し、又は本邦に到

着した場合における船賃又は航空賃については、

外国旅行の規定による。 

（年度経過による区分） 

第２４条 移動中における年度の経過のため鉄道

賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移

転費のうちこれらに相当する部分を含む。）を区

分して算定する必要がある場合には、年度の経

過後に最初の目的地に到着するまでの分及びそ

れ以後の分に区分して算定する。 

 第６条を削る。 

 第５条の見出し中「記載事項」の次に「又は記

録事項」を加え、同条第１項中「第４条第５項」

を「第４条第４項」に改め、同条第２項各号を次

のように改める。 

(1) 普通内国旅行の旅行命令簿 普通内国旅行

命令簿（別記第１号様式） 

(2) 特別内国旅行の旅行命令簿 特別内国旅行

命令簿（別記第２号様式） 

(3) 外国旅行の旅行命令簿 外国旅行命令簿

（別記第３号様式） 

 第５条を第７条とし、同条の次に次の２条を加

える。 

（旅行命令等の変更の申請） 

第８条 旅行者は、条例第５条第１項又は第２項

の規定により旅行命令等の変更を申請する場合

には、その変更の必要を証明するに足る資料を

提出しなければならない。 

（旅費請求手続の様式） 

第９条 条例第７条第１項に規定する請求書の種

類は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号

に定めるものとする。 

(1) 普通内国旅費を請求する場合 普通内国旅

費請求内訳書兼領収書 

(2) 赴任旅費を除く特別内国旅費を請求する場

合 特別内国旅費請求内訳書及び特別内国旅

費領収書兼精算書 

(3) 赴任旅費を請求する場合 赴任旅費請求内

訳書兼領収書 

(4) 外国旅費を請求する場合 外国旅費請求内

訳書兼領収書 

(5) 条例第３条第２項（第１号及び第４号を除

く。）に係る旅費を請求する場合 死亡時旅費

請求内訳書兼領収書 

(6) 条例第３条第６項に係る旅費を請求する場

合 旅費損失請求内訳書兼領収書 

(7) 条例第３条第７項に係る旅費を請求する場

合 旅費喪失請求内訳書兼領収書 

２ 前項第１号の請求は、システムに次に掲げる

事項を記録して行うものとする。 

(1) 旅行年月日 

(2) 旅行時間 

(3) 旅行先及び旅行用務 

(4) 旅行経路 

(5) 旅費 

３ 第１項第１号の規定による請求がシステムに

より難い場合及び第１項第２号から第７号まで

の規定による請求の場合は、次に掲げる様式に

より行う。 

(1) 普通内国旅費請求内訳書兼領収書（別記第

４号様式） 

(2) 特別内国旅費請求内訳書（別記第５号様式） 

(3) 特別内国旅費領収書兼精算書（別記第６号

様式） 

(4) 赴任旅費請求内訳書兼領収書（別記第７号

様式） 

(5) 外国旅費請求内訳書兼領収書（別記第８号

様式） 

(6) 旅費損失請求内訳書兼領収書（別記第９号

様式） 

(7) 旅費喪失請求内訳書兼領収書（別記第１０

号様式） 

４ 条例第７条第１項に規定する必要な資料の種

類は、国家公務員等の旅費支給規程（昭和２５

年大蔵省令第４５号。以下「財務省令」という。）

別表第６に準じて支出担当者等が必要と認める

ものとする。 
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第４条の次に次の２条を加える。 

（旅行命令等の変更を受けた場合等における旅

費） 

第５条 条例第３条第６項に規定する任命権者が

定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 条例第３条第２項及び第５項の規定により

旅費の支給を受けることができる者が、傷病

その他やむを得ない事情により旅行を中止し、

又は変更したとき。 

(2) 条例第３条第１項及び第２項（第１号及び

第４号に係る部分に限る。）の規定により旅費

の支給を受けることができる職員がその家族

の旅行について条例第１６条、第１８条第１

項及び第２１条第２項に基づく旅費の支給を

受けることができる場合であって、当該家族

が死亡又は傷病その他やむを得ない事情によ

り旅行を中止し、又は変更したとき。 

２ 条例第３条第６項に規定にする任命権者が定

めるものは、条例第２４条第２項の規定により

旅費を支給する場合を除くほか、次に掲げる金

額とする。 

(1) 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費

（家族移転費のうちこれらに相当する部分を

含む。）については、条例第９条第１項各号、

第１０条第１項各号、第１１条第１項各号及

び第１２条各号に掲げる各費用について、当

該各条及び条例第６条の規定により計算した

額と現に支払った額で所要の払戻手続をとっ

たにもかかわらず払戻しを受けることができ

ない額又は所要の取消手続をとったにもかか

わらずなお支払う必要がある額を比較し、当

該各費用ごとのいずれか少ない額の合計額 

(2) 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費

（宿泊手当に相当する部分を除く。）、家族移

転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）及び

渡航雑費については、当該各種目について条

例第１３条、第１４条、第１６条、第１７条、

第１８条第１項及び第１９条並びに条例第６

条の規定により計算した額と現に支払った額

で所要の払戻手続をとったにもかかわらず払

戻しを受けることができない額又は所要の取

消手続をとったにもかかわらずなお支払う必

要がある額を比較し、当該各種目ごとのいず

れか少ない額の合計額 

(3) 前２号に掲げる金額のほか、手数料その他

の旅行命令等の変更等に伴い支給する必要が

あるものとして旅行命令権者が認めた額 

（旅費額を喪失した場合における旅費） 

第６条 条例第３条第７項に規定する任命権者が

定める事情は、次に掲げる事情とする。 

(1) 交通事故その他の条例第３条第７項に規定

する者の責めに帰することができない事情 

(2) 前条第１項第２号に規定する旅費の支給を

受けることができる場合における当該家族の

旅行中の天災又は交通事故その他の当該職員

若しくは家族の責めに帰することができない

事情 

２ 条例第３条第７項に規定する任命権者が定め

る金額は、次に掲げる金額とする。 

(1) 現に所持していた旅費額（交通手段を利用

するための乗車券、乗船券、航空券等で当該

旅行について購入したものを含む。次号にお

いて同じ。）の全部を喪失した場合には、その

喪失した時以後の旅行を完了するため条例の

規定により支給することができる額 

(2) 現に所持していた旅費額の一部を喪失した

場合には、前号に規定する額から喪失を免れ

た旅費額を差し引いた額 

 別表を削る。 

 別記第１号様式から別記第４号様式（甲）まで

を次のように改める。
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別記第１号様式（第７条関係） 
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別記第２号様式（第７条関係） 
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別記第３号様式（第７条関係） 
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別記第４号様式（第９条関係） 

 
別記第４号様式（乙）を削る。 

別記第５号様式及び別記第６号様式を次のよう

に改める。 
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別記第５号様式（第９条関係） 
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別記第６号様式（第９条関係）

 
 別記第６号様式の次に次の４様式を加える。 
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別記第７号様式（第９条関係） 
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別記第８号様式（第９条関係） 
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別記第９号様式（第９条関係） 
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別記第１０号様式（第９条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和７年４月１日（以下「施行

日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の江東区立幼稚園教育職員の旅費支給

規程（以下「新規程」という。）の規定は、施行

日以後に江東区職員の旅費に関する条例の一部

を改正する条例（令和７年３月江東区条例第７

号。以下「改正条例」という。）による改正後の

江東区職員の旅費に関する条例（昭和３０年４

月江東区条例第８号。以下「新条例」という。）

第２条第３号に規定する旅行命令権者が新条例

第４条第１項に規定する旅行命令等を発する旅

行及び新条例第３条第５項の規定により旅費の

支給を決定する旅行について適用し、施行日前

に改正条例による改正前の江東区職員の旅費に

関する条例（以下「旧条例」という。）第４条第

１項に規定する旅行命令権者が同項に規定する

旅行命令等を発した旅行については、なお従前

の例による。ただし、施行日前に旧条例第４条

第１項に規定する旅行命令権者が同項に規定す

る旅行命令等を発し、かつ、施行日以後に新条

例第２条第３号に規定する旅行命令権者が新条

例第４条第３項の規定により当該旅行命令等を

変更する旅行については、新規程の規定は、当

該旅行のうち当該変更の日以後の期間に対応す

る分について適用し、当該旅行のうち当該変更

の日前の期間に対応する分については、なお従

前の例による。 

３ 新規程第２０条及び第２１条の規定は、施行

日以後に退職、免職（罷免を含む。）、失職若し

くは休職（以下「退職等」という。）となった場

合又は死亡した場合について適用し、施行日前

に退職等となった場合又は死亡した場合につい

ては、なお従前の例による。 

４ 新規程第５条及び第６条の規定は、新条例第

３条第６項及び第７項に規定する者が同条第１

項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅

費の支給を受けることができる場合について適

用し、旧条例第３条第１項、第２項及び第４項

の規定により旅費の支給を受けることができる

場合については、なお従前の例による。 
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訓 令 （ 監 ） 

 

◎江東区監査委員訓令甲第１号 

監査事務局  

 江東区監査事務局処務規程（昭和４０年４月江

東区監査委員訓令甲第１号）の一部を次のように

改正する。 

  令和７年３月３１日 

江東区監査委員 松 土 英 男  

同       佐 竹 としこ  

同        やしきだ 綾香  

同        河 野 清 史  

 第５条第３号中「近接地外出張（宿泊しない場

合を除く。）」を「特別内国旅行（江東区職員の旅

費支給規程（昭和４８年６月江東区訓令甲第２３

号）第２条第２項第２号に規定する特別内国旅行

をいう。）（宿泊する場合に限る。）」に改める。 

 第６条第３号中「近接地外出張（宿泊する場合

を除く。）、近接地内出張」を「内国旅行（宿泊す

る場合を除く。）」に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 
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訓 令 （ 議 ） 

 

◎江東区議会訓令甲第１号 

江東区議会事務局  

 江東区議会の個人情報の保護に関する条例施行

規程（令和５年３月江東区議会訓令甲第１号）の

一部を次のように改正する。 

  令和７年３月１２日 

江東区議会議長  山 本 香代子  

第３条第６号中「保険者番号及び加入者等記

号・番号」を「加入者等記号・番号等」に改め、

同条第７号中「保険者番号及び組合員等記号・番

号」を「組合員等記号・番号等」に改め、同条第

８号中「保険者番号及び被保険者記号・番号」を

「被保険者記号・番号等」に改め、同条第１０号

中「番号」の次に「又は同法第９５条の２第２項

第１号の免許情報記録の番号」を加え、同条第１

１号中「保険者番号及び組合員等記号・番号」を

「組合員等記号・番号等」に改め、同条第１４号

中「保険者番号及び被保険者番号」を「被保険者

番号等」に改める。 

第５条第２項中「次に定める」を「次に掲げる」

に改める。 

第８条第８項第１号及び第２号中「又は報酬、」

を「若しくは報酬若しくは」に、「その他」を「又

は」に改める。 

第１０条第１項第１号中「、健康保険の被保険

者証」を削る。 

第１１条の見出し中「通知」を「際に通知すべ

き事項」に改める。 

別記第１号様式、別記第１０号様式及び別記第

１６号様式中 

「□運転免許証 □健康保険の被保険者証」 

を 

「□運転免許証            」 

に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令達の日から施行する。ただし、

第３条第１０号の改正規定は、道路交通法の一

部を改正する法律（令和４年法律第３２号）附

則第１条第４号に掲げる規定の施行の日（令和

７年３月２４日）から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の際、この規程による改正前

の江東区議会の個人情報の保護に関する条例施

行規程の別記様式による用紙で、現に残存する

ものは、所要の修正を加え、なお使用すること

ができる。 

３ この規程の施行の際現にこの規程による改正

前の江東区議会の個人情報の保護に関する条例

施行規程の規定に基づいて提出されている書類

は、この規程による改正後の江東区議会の個人

情報の保護に関する条例施行規程の規定に基づ

いて提出された書類とみなす。 

                     

◎江東区議会訓令甲第２号 

江東区議会事務局  

 江東区議会事務局処務規程（昭和４１年４月江

東区議会訓令甲第１号）の一部を次のように改正

する。 

  令和７年３月３１日 

江東区議会議長  山 本 香代子  

第４条第１号中「近接地外出張（宿泊する場合

を除く。）、近接地内出張」を「内国旅行（宿泊す

る場合を除く。）」に改め、同条第２号中「及び第

４項」を「から第５項まで」に、「の近接地外出張

（宿泊しない場合を除く。）」を「（以下「所属職員」

という。）の特別内国旅行（江東区職員の旅費支給

規程（昭和４８年６月江東区訓令甲第２３号。以

下「旅費支給規程」という。）第２条第２項第２号

に規定する特別内国旅行をいう。）（宿泊する場合

に限る。）」に改める。 

第５条第２号中「近接地外出張（宿泊する場合

を除く。）、近接地内出張」を「内国旅行（宿泊す

る場合を除く。）」に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 
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